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令和６年９月19日(木曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第２号

　　令和６年９月19日(木曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、一般質問を行います。

　発言の通告があっておりますので、これより順

次質問を許します。

　なお、質問時間は１人60分以内の質疑応答であ

りますので、さよう御承知願います。

　坂田孝志君。

　　〔坂田孝志君登壇〕（拍手）

○坂田孝志君　皆さん、おはようございます。自

由民主党・八代市・郡区の坂田孝志でございま

す。９月定例会一般質問、先陣を切らせていただ

き、大変恐縮いたしておりますとともに、議員各

位に心から感謝を申し上げます。

　先月29日、台風10号が本県を襲いました。最悪

のコースで大変な被害が出ると覚悟しましたが、

予想より被害が少なく、胸をなでおろしたところ

であります。被災された方々に心からお見舞いを

申し上げます。

　ところで、今年の夏は暑かった。大変な猛暑で

ありました。加えて、スポーツのほうも熱かっ

た。パリ・オリンピックではメダル45個、パラリ

ンピックでも41個など、日本選手団は大変な活躍

でした。

　中でも、本県選手団、女子バレーの古賀選手、

フェンシング女子フルーレの菊池選手、バドミン

トン女子ダブルスのシダマツペア、男子マラソン

の赤﨑選手、パラのほうでも、競泳の富田選手、

車椅子ラグビーの島川、乗松両選手、女子車椅子

テニスの田中選手らの活躍は、県民に大きな夢と

希望、勇気と感動を与えてくれました。アスリー

トの皆さんのその一挙手一投足に心を打たれる思

いでありました。

　活躍されました全ての皆さんに、心からなる祝

福と御慰労、そして称賛の言葉を送り、通告に従

いまして質問に入らせていただきます。執行部の

熱い意のある答弁を期待申し上げます。

　まず初めに、食料安全保障上の観点から、農業

人事委員会
事 務 局 長

事務局次長
兼総務課長

病 院 事 業
管 理 者
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農村整備事業の推進についてお尋ねいたします。

　去る５月29日、食料安全保障の確保を基本理念

とする改正食料・農業・農村基本法が成立しまし

た。農政の憲法と称される基本法が、四半世紀を

経て初めて改正され、日本農業は大きな転換点を

迎えることとなりました。

　坂本哲志農林水産大臣は、農水省の使命は、食

料安全保障の確保であり、持続可能で強固な食料

供給基盤を構築することが急務であると、力強く

述べておられます。

　また、改正法において、防災、減災や既存施設

の老朽化への対応も視野に、農業水利施設等の整

備に加え、保全にも必要な施策を講ずることとす

ると、具体的に明記されました。

　全国の農業水利施設は、その半数が標準耐用年

数を超過しており、特に、用排水機場、水門な

ど、管理設備については、既に７割以上が標準耐

用年数を超過している状況であります。

　本県においても、排水機場168か所、取水堰144

か所、ため池2,309か所、基幹水路780キロメート

ルに及びますが、その多くが標準耐用年数を超過

し、その対策が急がれるところであります。

　そういう中にあって、八代平野地区におきまし

て、本年３月以降の豪雨により、大規模な災害が

立て続けに発生しました。

　１つは、球磨川遥拝頭首工の転倒堰取替え工事

中による仮締切り堰が大雨で流失するなど、取水

ができなくなる状態となりました。5,500ヘクタ

ールにも及ぶ広大な農地に水が届かないと大問題

となりましたが、九州農政局をはじめ関係機関の

方々が必死になって対応していただき、仮復旧対

応で何とかしのいでおります。

　もう一つは、八代平野に水を潤す不知火幹線水

路が、数日後の大雨により、並走している市道の

陥没とともに大きく傾き、継ぎ手が破損し、大き

な段差が生じ通水できなくなり、これまた関係者

の懸命な努力により仮応急手当てを施し、何とか

通水しておりますが、いつ壊れはしないかと気が

気でなりません。

　知事にも、発災後すぐさま現地の状況を視察し

ていただきましたが、被害の状況、大きさに驚愕

されると同時に、県としてもできるだけの手だて

を講じるとの力強い言葉をいただいたところであ

り、大変心強く受け止めているところでありま

す。

　現在、本復旧に向けて御検討いただいている状

況でありますが、八代の不知火幹線は、日奈久断

層帯の上を走っていることから、原形復旧するだ

けでなく、耐震対策を兼ね備えた整備が必要であ

ります。

　このような事案が発生している状況を考えたと

きに、全国で農業産出額が第５位を誇る食料生産

供給基地としての大きな役割を担っている本県に

おいて、今般、食料供給困難事態対策法も基本法

関連法として整備された今日、農地、農業用施設

の保全に向けて、より計画的、より安定的に、時

間的緊迫性も併せ持って事業を進捗させていかね

ばならないことを痛感いたしております。

　熊本農業を守る上で、農業農村整備事業の実施

により、潤沢な農産物を生産し、食料生産供給基

地としての役割を果たしていくことが最も重要な

ことかと考えますが、本県としてどのような取組

をなされているのか、今後どのような考えを持っ

て対処されようとしておられるのか、知事の御所

見を伺いたいと思います。

　続けて参ります。

　担い手対策の拡充について、とりわけ新規就農

者支援についてお尋ねいたします。

　県では、さきの６月議会において、新規就農者

支援について、就農時50代の県内居住者にも拡充
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することにより、親元就農を含めたさらなる新規

就農者の確保と定着を図るとして、中高年就農支

援事業として1,400万円が計上され、可決された

ところであります。

　それはそれとして、それなりの意味合いがあろ

うかと思いますが、しからば49歳以下はどうなの

かと調べたところ、国の制度で、49歳以下の者に

対して、新規就農者育成総合対策事業が、令和４

年度に制度設計が見直され、就農前支援、就農後

支援、雇用就農支援、研修農場支援など、国の手

厚い制度が構築されております。

　ところが、その中身を精査したところ、就農後

支援の経営開始資金、年150万円、最長３年間で

ございますが、この交付要件を見てみますと、経

営を継承する場合、いわゆる親元就農ですが、新

規参入者と同等の経営リスク、すなわち、新規作

物の導入などを負っていると当該市町村長に認め

られることとうたわれております。

　これはどういうことかといいますと、つまり、

親が現在作っている作物とは違う別の作物を作ら

なければ支援対象にならないということでありま

す。

　こんなことが親元就農でしょうか。学校を出た

ばかりの10代、20代そこらの若い子たちが、実践

経験もない者が、いきなり収益を上げられるよう

な農産物が取れますか。親のそばで親の仕事をじ

っと見て、親から教わりながら、それらを失敗を

繰り返しながら、栽培技術を習得して初めて一人

前になるんですよ。それをいきなり違う作物を作

れなんてできっこない。その間には、天変地異、

大きな自然災害もあるでしょう。素人がそういう

中に初めて農業をやる。これほど大きなリスクは

ないと思います。

　今こそ、国に先んじて県の独自の支援策を構築

し、親元就農支援とはこういうものだということ

を国に訴えるべきだと考えます。

　親元就農支援の親と同じ作物を対象とする考え

は持ち合わせておられないのか。そして、この制

度矛盾を国にぶつけるべきだと考えますが、いか

がでしょうか。

　知事は、担い手対策として、後継者育成に力を

入れたい、新規就農者の確保も大事だが、親元就

農にもしっかり対策が行くようにしたいと報道機

関にも答えておられ、さきの６月議会でも「熊本

県の農業政策の要諦は、担い手対策にある」と明

言されました。その知事の率直なお考えをお聞か

せいただきたいと思います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　坂田議員から農政の推進につ

いて御質問いただきました。

　まず、台風第10号について、開会日にも申し上

げましたが、被害に遭われた皆様に心からお見舞

いを申し上げたいと思います。

　まず、農業農村整備の推進についてからお答え

申し上げます。

　熊本県の農畜産業は、農家の皆様のたゆまぬ努

力によって、多彩な農畜産物を生産し、日本の食

料安全保障の一翼を担い続けております。その中

で、生産の基盤である農地、農業用施設は大変重

要な役割を果たしております。

　特に排水機場は、農地の保全に加え、流域の県

民50万人の生命、財産の保護にも大きく寄与して

おります。しかしながら、その多くは、耐用年数

を超えるなど、老朽化が進行しています。

　また、近年は、議員御指摘いただきました集中

豪雨なども増加しており、排水能力の強化を望む

声も寄せられております。

　今後も農業者の減少が見込まれる中、施設管理

者の負担軽減に向けて、ＩＣＴを活用した省力化

を推進していくことが重要です。こうした対策を
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着実に推進するためには、安定的に予算を確保し

ていくことが必要と認識しており、国にしっかり

と財源確保を求めてまいります。

　全国有数の農業生産県として、持続可能で強固

な生産基盤の確立に向け、引き続き、関係機関と

一体となって地域のニーズを的確に捉え、水利施

設の計画的な更新や長寿命化対策を一層推進し、

農業農村整備に取り組んでまいります。

　次に、担い手対策の拡充についてお答え申し上

げます。

　議員御指摘いただきましたとおり、私は、熊本

県の農業政策の要諦は担い手対策にあると考え、

県では、今後の担い手対策を検討するため、先

般、大規模なアンケート調査に着手しました。

　その中で、親元就農者は地域への愛着が強く、

地域の担い手として高い志を持っていること、ま

た、親から引き継いだ経営基盤が、その後の安定

した農業経営につながっていることなどから、改

めて親元就農の重要性を認識することができまし

た。

　議員御指摘の経営開始資金については、新規就

農者の初期の不安定な収入を補う、言わば生活支

援でございます。ただし、親元就農の場合、新規

作物の導入など、経営の発展に資する新たな取組

が求められていると考えます。

　しかし、熊本県は、多彩な地形や気候などの自

然環境を生かして、各地域ごとにそれぞれ産地が

形成されており、代々栽培されてきた作物と異な

る新たな作物の導入は、新規就農者にとって全く

現実的でないと考えております。

　また、担い手の減少に歯止めがかからないこと

や、先ほど先生がおっしゃいましたように、自然

が相手の厳しい産業でもあることから、親元就農

や新規参入により区分することのない一律の支援

が必要だと私も感じており、経営開始資金の制度

の見直しについて、今後も国に強く訴えてまいり

ます。

　さらに、県においても、先ほど申し上げました

アンケート結果を踏まえて、親元就農を含めた担

い手確保の取組の強化に向けて、関係機関一体と

なり、あらゆる視点から具体的な施策をしっかり

と検討してまいります。

　今後も、日本の食料安全保障の中核を担い、全

国の食卓に熊本の食を届けられるよう、さきに御

答弁申し上げた農業農村整備の計画的な推進とと

もに、担い手の確保と育成に全力で取り組んでま

いります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　農業農村整備事業については、農

業用水利施設の確実な整備に向けて、今後とも、

計画的、安定的に事業推進が図られますよう、精

力的な取組を熱望いたします。

　担い手対策については、知事も、来月の組織再

編の中で、担い手の確保、育成を強化するべく担

い手支援課を新設し、殊さら強力に推し進めると

されております。御期待申し上げたいと思いま

す。

　また、農水省の昨年度の項目ごとの政策評価に

おいても、49歳以下の農業従事者数は、最終目標

数40万人に対して、21万5,000人の実績となって

おり、目標数と大きく乖離しているのが実態であ

ります。本家本元の親元就農への対策が不十分で

あることの証左であろうと思います。

　国への善処を求めるよう強く要望し、次の質問

に入らせていただきます。

　続きまして、ＴＳＭＣの波及効果をより広く、

より大きくとの観点から、熊本におけるサイエン

スパークの創設についてお伺いいたします。

　昨年の５月、坂本哲志衆議院議員を団長とし
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て、台湾のＴＳＭＣ本社を訪問しました。知事

も、先月訪問されましたので、内容はよく御存じ

のことと思います。

　台湾・新竹市の新竹サイエンスパークの中に立

地しておりましたが、そのサイエンスパークの広

さにまず驚きました。全体で面積が1,471ヘクタ

ール。私の住む千丁町が、1,000町、1,000ヘクタ

ールであります。そこから千丁町となっておりま

すが、町１個分を超える面積がパークとなってお

りました。1980年に整備され、621社の企業が進

出し、このうち半導体関連企業が191社あり、17

万6,000人もの従業員の方々が働いておられま

す。

　運営主体は、台湾政府の新竹サイエンスパーク

管理局となっており、優秀な人材や高い技術によ

るハイテク産業の発展を図ることとしており、新

たな企業がスタートアップしようとする場合に

は、管理局が主体となって資金面を支援し、土地

についても、サイエンスパーク内の土地を準備し

て、起業化につながる手厚い支援を行うなど、す

ばらしいシステムが構築されておりました。

　パーク周辺には、清華大や陽明交通大のほか、

７つの国立研究所が立地し、多くの学生が学び、

卒業後は、研究員として、また、企業の幹部候補

として活躍するなど、まさに産官学が理想的な形

で一体となって、新たな産業を興しながら、台湾

政府にも貢献する姿が、そこに存在しておりまし

た。

　私が、このような形のものが、熊本のＪＡＳＭ

を拠点として整備されれば、それこそ九州の新生

シリコンアイランド構想の中核となり得るのでは

ないかと直感的に感じ、同行していただいた参議

院議員の松村先生に話しかけたところ、先生も同

調され、国の経産省のほうもそういう考え方を持

ってますよ、県から声を上げて一緒に取り組むべ

きですよとおっしゃいました。

　帰国後、当時の蒲島知事にもサイエンスパーク

のことを話しますと、同様の考えを持ち合わせて

おられ、東大ともいろいろと協議を重ねている旨

の話をいただきました。

　県内には、セミコンテクノパーク、テクノ・リ

サーチパーク、菊池テクノパーク、ＵＸイノベー

ションハブ、ソニーをはじめとする半導体サプラ

イチェーンの企業群があります。

　また、熊大も、台湾の陽明交通大と半導体ナノ

テクノロジー分野で教育・研究強化に関する協定

を締結。東海大、崇城大もあります。高専の熊

本、八代の両キャンパスの存在も大きいものと思

います。八代の県営工業団地整備、水俣や大津の

半導体関連教育、研修を手がける民間企業の存在

も見逃せません。

　さらには、九州などの知事や経済界で構成され

る九州地域戦略会議からも、大学や研究機関が連

携するイノベーションマルチハブ構想も打ち出さ

れておられます。

　今年２月には、ＴＳＭＣも第２工場の立地が決

まり、第３工場についても、このたび知事が直接

要請されておられます。

　さらに、台湾政府の郭経済部長の九州での半導

体産業製造園区、サイエンスパークを設置する計

画も浮上しております。

　また、先日の報道で、台湾国家発展委員会の劉

主任委員の台湾企業支援拠点を熊本にとの発言も

あっております。加えて、三井不動産によるサイ

エンスパーク構想も聞き及んでおります。

　知事、まさに千載一遇のビッグチャンスであろ

うかと考えます。国も台湾政府も乗り気です。

　菊陽町や大津町、合志市などのＴＳＭＣ工場周

辺にとどまらず、県内に立地するテクノパークな

どの工業団地や大学や高専などの教育・研究施設



－ 17 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

等を有機的につなぎ、熊本全体を俯瞰してのくま

もと版サイエンスパーク構想を推し進めるべきだ

と考えますが、いかがでしょうか。知事の率直か

つ大胆なお考えをお聞かせいただきたいと思いま

す。

　続けて、県営八代工業団地の整備についてお尋

ねいたします。

　昨年の12月議会において、我が党の前川会長の

質問に対して、当時の蒲島知事は、ＴＳＭＣ進出

の効果を全県に広げることは、蒲島県政の重要な

使命である、そのため、南九州の拠点を目指す八

代地域での県営工業団地整備の検討に着手する、

一日も早い分譲開始を目指し、全庁を挙げて取り

組んでまいると、極めて明快で積極果敢な答弁を

されました。私ども八代市民は、もろ手を挙げて

喝采し、喜びに沸いたところであります。

　しかし、あれから９か月余りが過ぎましたが、

いまだ全容が見えず、具体的な整備箇所が示され

ないため、八代市民は、今や遅しと、どこに、ど

れくらいの、どんなものができるだろうかと気を

もんでおります。

　既に八代外港の工業用地は満杯となり、内陸型

の工業団地を進めるべく、八代市も取り組んでお

られましたが、このたびの表明がありましたの

で、これまで八代市が候補地として選定をしてお

りました内容を全て県に提供し、県に全面的に協

力するということになりました。ゆえに、県の果

たすべき役割は極めて重たいものであろうと感じ

ております。

　八代には、水深14メーター岸壁や22万トン級の

クルーズ船が寄港可能な貿易港である八代港、九

州新幹線の新八代駅、九州縦貫自動車道、南九州

西回り高速道など、これからも発展が見込める交

通結節点があり、そのポテンシャルは極めて高い

ものであり、進出企業にも大変大きなメリットが

派生するものと考えております。

　一方で、他県でも、福岡県の新大牟田駅産業団

地8.1ヘクタール、新松山臨海工業団地30ヘクタ

ール、佐賀県の鳥栖市サザン鳥栖クロスパーク34

ヘクタールなどの様々な企業立地の受皿づくりが

進められております。本県においては、こうした

動きに遅れることなく、時期を逸しないようスピ

ード感を持って取り組むことが必要であります。

　また、半導体の後工程企業の進出のうわさもさ

さやかれております。日本の経済安全保障の面か

らも、半導体の製造までの全工程を国内で整備す

ることは極めて重要であります。

　また、ＴＳＭＣの第２工場が決定したことで、

サプライヤーの本県進出が具体的に動き出したと

の話も聞き及んでいます。

　今後整備される八代地域の工業団地には、こう

した企業立地を積極的に取り組むことも期待する

ところであり、そのことが、九州シリコンアイラ

ンド構想の一翼を担い、くまもと版サイエンスパ

ークの範疇にも位置づけられるものではないかと

推察いたします。

　そこで、多くの八代市民やあまたの県南の人々

が待ち望む県営八代工業団地の整備の進捗状況に

ついて、知事にお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、熊本におけるサイエン

スパークの創設についてお答えいたします。

　半導体関連産業は、長年熊本県の産業の柱でご

ざいましたが、近年の国の経済安全保障政策を受

け、ＪＡＳＭの県内誘致が行われ、さらに第２工

場の建設が決定するなど、半導体関連産業の集積

が県内で着実に進んでおります。

　私は、熊本の将来の発展のためには、企業の集

積だけではなく、もう一歩踏み込んだまちづくり

が必要であると考え、マニフェストにくまもと版
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サイエンスパーク構想の推進を掲げさせていただ

きました。

　そして、その実現のためには、自ら先進事例を

学ぶ必要があると思い、先月の台湾訪問時に、議

員御紹介いただきました新竹サイエンスパークを

私も視察させていただきました。

　サイエンスパーク管理局からは、企業支援の取

組やパークの運営管理手法を学びまして、隣接す

る工業技術研究院や陽明交通大学では、産学連携

や人材育成について意見交換を行い、台湾の産業

振興に関する先進的な取組について、多くの知見

を得ることができました。

　ただ、台湾と日本では法制度が異なります。ま

た、この40年以上も時間かけて政府主導で広大な

土地を確保した台湾のような手法は、なかなか我

が国では困難であることから、同様の目的を達成

するためには、本県独自のサイエンスパークを検

討すべきと考えに至ったところでございます。

　具体的なエリアとして注目したのが、既に半導

体企業が集積するセミコンテクノパーク周辺でご

ざいます。このエリア周辺では、県の菊池工業団

地、そして菊陽町が行おうとしております豊肥本

線沿いの土地区画整理事業、大津町の工業団地整

備などの動きがあります。

　ただ、そうした動きと連携して、まずは、一つ

にまとまった工業団地を開発するというのではな

くて、必要な機能を分担、連携して、このエリア

を核として展開することができないかと、現在の

ところ考えております。

　このエリアの強みを生かして、半導体関連企業

に加えて、他産業の企業であるとか、大学、研究

機関などが立地することで、さらなる産学連携が

進み、人材育成も含めた相乗効果が生まれるよう

なまちづくりを目指したいと考えております。

　その実現には、産学官金が連携した取組が不可

欠であり、まずは、県や関係市町、企業、有識者

と議論を始めているところでございます。

　また、金融面でも、地元金融機関が台湾の金融

機関と協調して金融支援を行う動きが始まってい

ます。

　こうした動きが顕在化していくことで、台湾の

サプライヤーのさらなる進出も期待され、地場企

業のビジネス拡大にもつながるものと考えており

ます。

　今後、産業インフラの整備が進むことで、サイ

エンスパークの取組が、議員御指摘のように、県

内全域に広がっていくような、夢のある取組につ

なげていきたいと考えております。

　引き続き、関係者と議論を重ね、くまもと版サ

イエンスパークの実現に向けた検討を進めてまい

ります。

　次に、八代地域における県営工業団地について

お答え申し上げます。

　ＴＳＭＣ効果を全県に広げていくことは、極め

て重要なミッションです。私は、企業進出の受皿

となる八代地域での工業団地の整備が、このミッ

ションを県南地域で実現するための中核となる取

組であると考えております。

　八代市は、当初、独自に工業団地を整備するた

めに、候補地の適地調査を実施されていました。

昨年12月の本会議において、県が八代地域での県

営工業団地の整備方針を発表したことを受けまし

て、４月には、八代市が県に調査結果を御提供い

ただくとともに、県営工業団地の整備を全面的に

支援する旨を表明していただきました。

　県としては、可能な限り早急に候補地を選定す

べく、八代市の適地調査の結果を最大限活用した

上で、用排水ですとか電力の確保など、さらに踏

み込んだ検討作業をこれまで行ってまいりまし

た。
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　その結果、市内陸部において、約25ヘクタール

の工業団地を整備することとし、近く、整備箇所

などを公表した上で、基本設計や地元への事業説

明に入りたいと考えております。

　また、分譲開始時期についても、令和10年度を

目標としておりますが、企業の旺盛な投資意欲を

逃すことがないように、進出希望企業との間で造

成前に仮契約を結ぶといった手法を採用するな

ど、着実に企業の立地につなげる取組を検討して

まいります。

　このように、企業進出の受皿づくりを確実に進

めるとともに、八代地域のポテンシャルを生かし

た食品関連企業ですとか、議員御指摘の半導体関

連企業など、地元の雇用の確保や地域の活力につ

ながる企業を積極的に誘致してまいりたいと考え

ております。

　県南地域の振興は、私に課せられた最大の使命

です。このプロジェクトを成功に導けるよう、八

代市をはじめ関係機関と連携し、一体となり、私

自身が先頭に立って、スピード感を持って進めて

まいります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　ただいま知事より、くまもと版サ

イエンスパーク構想の実現に向けて検討を進める

との前向きで力強い御答弁をいただきました。一

方で、この件については、非常にデリケートな側

面もあろうかと思います。各関係機関、各業界と

も信頼を損なうことがないよう、緊密に連携を深

めながら、慎重かつ綿密に取り組んでいかれるこ

とを願っております。

　八代工業団地の整備については、25ヘクタール

の面積で市内内陸部にということで、詳細は述べ

られませんでしたが、不動産投機の誘発を避けね

ばならないということで了といたします。

　また、造成前でも仮契約などで企業の進出を大

幅に前倒しするということは、非常に画期的な取

組だと思います。

　事業が遅滞することなく、スピード感を持って

対処されることを期待申し上げ、次の質問に入ら

せていただきます。

　続きまして、こどもまんなか熊本を標榜する多

子世帯子育て支援事業についてお尋ねいたしま

す。

　知事は、就任後間もなく、重要課題解決に向け

た推進本部の一つとして、それぞれの希望に応じ

て、安心して結婚、出産、子育てでき、子供、若

者がきらきら輝く熊本を実現すべく、｢こどもま

んなか熊本」推進本部を立ち上げられました。

　その政策推進に当たり、こども未来創造会議を

設け、子供、若者、子育て世代、保育、教育の現

場で働く方々の当事者、関係者より、子供・子育

て施策について意見聴取を行い、こどもまんなか

熊本・実現計画案を策定するとされております。

　その子育ての現場の第一線で活躍しておられま

す熊本県保育協会より、少子化対策につながる保

護者負担軽減のため、国に先駆けて、３歳未満児

の保育料の無償化をお願いしたいとの要望が、第

１番目に挙げられております。これは、大変重た

い、極めて重要な御意見であろうと受け止めてお

ります。

　この保育料軽減について、これまでの歴史を遡

ってみますと、当時の県の保育料施策は、子供が

３人以上の世帯で、３人とも保育園に在園の場

合、第３子の保育料を無償化とするものでありま

した。これによりますと、０歳ないし５歳児まで

でありますので、年子で生まれるかなど、極めて

限られた世帯しか該当しない窮屈な制度となって

おりました。

　小生が本議会から離れ、八代市長を仰せつかっ
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た折に、早速この問題に取り組みました。

　施策として、第１子、第２子が保育園に在園だ

ろうが、卒園し小学生、中学生、高校生であって

も第３子が保育園に在園しておれば、その第３子

の保育料を無償化する制度改正を、県に先駆け

て、県内市町村で最初に取り組みました。

　その後、各市町村も随時行われるようになり、

これに県も同調され、この制度が定着し、現在、

市町村が、３歳未満で第３子以降の子供の保育料

を無料化する多子世帯子育て支援事業として、県

より２分の１の補助を行うこととなったのであり

ます。それから20年近くの年月がたとうとしてお

ります。

　少子化と言われて久しいですが、子供の令和５

年出生数、全国72万7,277人、熊本県が１万1,189

人であり、ともに過去最低。子供の合計特殊出生

率も、全国1.20、熊本県1.47、何と東京では0.99

となってしまいました。2070年には、日本の総人

口が8,700万人まで落ち込むとの推計も出ており

ます。少子化問題は、まさに深刻な状況となって

しまいました。

　子供は未来の宝です。国家存続の礎でありま

す。国も、このままでは立ち行かないと、やっと

重い腰を上げ、こどもまんなか社会を打ち立てら

れ、こども家庭庁を設置し、所管大臣も置き、本

腰を入れて少子化対策に取り組んでおられます。

　この子育て費用の軽減の大きな課題として、医

療費の軽減、保育料の軽減が重くのしかかってお

ります。

　医療費については、さきの令和５年２月議会に

おいて、通院は小学校就学前まで、入院は中学３

年生まで、県として市町村に２分の１の補助を行

う支援策の拡充が講じられ、親御さんからも、大

変助かっていますとの声が寄せられております。

　もう一方の保育料の問題。現在３歳以上は全て

無償化となっておりますが、国の制度は、３歳未

満の第２子は半額、第３子は第１子が在園の場合

のみ第３子は無料となっており、完全無償化には

程遠い状況であります。

　全国では、秋田、山形、富山、長野、兵庫、島

根の６県は第１子から、北海道、岩手、茨城、東

京、石川、福井、山梨、和歌山、鳥取、山口、大

分の11都道県は第２子から無償化に取り組んでお

られます。

　既に、県内の市町村でも、八代市、氷川町、芦

北町、美里町、南関町、産山村、高森町、水上

村、五木村、球磨村、錦町、天草市、苓北町の13

の自治体は、独自の施策として第１子からの無償

化に取り組んでおられます。

　八代市のこども未来課の担当の方も、県からの

医療費助成の拡充がきっかけとなって、保育料無

償化につながったとおっしゃっていました。保護

者の方々からも、大変ありがたい、これで安心し

て仕事に行けます、子育てしやすくなった、もう

１人産みたいと思ってますとの声が多数届いてお

ります。

　知事、いかがでしょうか。あなたが分かりやす

い好きな言葉に、やってみなはれ、熊本弁のやっ

てみなっせの精神で、職員には、リスクを恐れ

ず、挑戦し続けることを求めるとおっしゃってお

られますが、担当部局に検討させてみてはどうで

しょうか。議論を始めてはどうでしょうか。それ

なりの財源は必要かと思いますが、将来県が営々

として繁栄し続けられることを考えれば、それは

決して無駄な投資ではないと思います。将来を展

望して先手で施策を打っていくことは、為政者と

して最も重要な事柄と考えます。

　全国津々浦々を巡られ、地方の実態をつぶさに

把握し、日本一伸び代がある熊本県と豪語してお

られる木村知事の御所見を伺いたいと思います。
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　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　こどもまんなか熊本について

は、県政の最重要課題の一つに位置づける取組を

進めており、こどもまんなか熊本・実現計画を今

年度中に策定することとしております。

　その計画の中間整理を今定例会中の常任委員会

において御報告申し上げると聞いておりますが、

引き続き、今後開催予定のこども未来創造会議な

どにおいて、子供から大人まで幅広い年代の県民

の皆様の御意見を伺うこととしております。

　御質問の保育料につきましては、現在、国は、

全ての３歳児から５歳児を無償化の対象としてい

ます。加えて、０歳から２歳児のうち、就学前ま

での範囲で、３人以上の兄弟がいる世帯の３番目

以降の保育料を無料にしております。

　本県は、議員御指摘いただいたとおり、独自の

支援策として、国が対象としている就学前までを

18歳未満までに基準を引き上げ、支援の拡充を図

っております。

　また、子供医療費の助成につきましては、県に

おいて、それまで４歳未満を対象としていたもの

を、昨年度、令和５年度から、通院を就学前ま

で、入院を中学校３年生まで拡大させていただい

たところでございます。

　今般、国では、こども未来戦略の加速化プラン

として、今年度から３年間で3.6兆円に及ぶ支援

を実施することとしております。その中には、児

童手当について、所得制限をなくした上で、支給

対象を従来の中学生までから高校生年代までとし

て、第３子以降の支給額を1.5万円から３万円ま

で大幅に増額するなどの措置が行われることとな

っています。

　このように、多子世帯等への経済的な支援につ

いては、国、県、市町村が連携しながら取組を進

めてきた経緯がございます。

　県では、国に先んじて、多子世帯支援としての

独自の取組を進めてきましたが、国全体として、

少子化に歯止めがかかっていない現状を踏まえる

と、福祉、医療における経済的な支援について

は、地域間で差が出ないよう、国が全国一律に行

うべき状況にあると私は考えております。

　現在行われておられます自由民主党の総裁選や

立憲民主党の代表選でも、子供、子育てについ

て、幅広く議論が交わされております。

　これまでも、全国知事会や県の独自活動の中

で、国として実現するように要望を続けてきまし

たが、こどもまんなか熊本を実現するために、今

後とも強力に働きかけてまいります。

　また、知事就任後の７月から、直接県民の皆様

と対話するお出かけ知事室を各地で開催し、その

中では、やはり子育て支援に関する声を数多くい

ただいております。その重要性を再認識している

ところでございます。

　今後、やっぱり県として来年度に向けた具体的

な政策を検討していく段階になりますが、子供や

子育て世帯に対する施策については、どの分野に

重点化し、いつから取り組むのか、これらの点に

ついて、新しい政権の動向も注視しながら、全庁

的に議論を重ねてまいりたいと考えております。

　くまもと新時代を共創していく上で、今後どの

ように県政のかじ取りをしていくのか。これまで

以上に私自身現場に出向き、弱き声、小さき声も

含めてしっかりと耳を傾け、こどもまんなかに向

けた今後の県政の方向性とその方策をしっかりと

検討してまいります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　私は、まずは第２子からでも取り

組んでいけたらいいと思います。まずは議論を始

めていただきたいと、このように思っておりま
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す。そうして、国が３分の１、県が３分の１、地

方自治体が３分の１と、そういう負担とする理想

的な姿が構築されるよう、その制度の創設に向け

て、国に対して強く訴えていく必要があろうと、

そう思っております。

　また、政令市は県と対等な関係である以上、現

行の支援事業については、熊本市が独自の方向で

行うよう進めるべきだと考えます。そうすること

により、県負担分が大幅に削減されます。

　善処方を御期待申し上げ、次の質問に入らせて

いただきます。

　続きまして、大地震に備える住宅の耐震化対策

の拡充についてお尋ねいたします。

　本年の１月１日、能登半島において、最大震度

７の大地震が発生し、甚大な被害となりました。

半島という地形的なハンデにより、救援救助活

動、救援物資の搬入、復旧・復興支援が思うまま

にいかず大幅に遅れ、いまだ上水道さえも復旧し

ていない地域、倒壊家屋もそのままの状態が続い

ております。一日も早い復旧、復興が進みますこ

とを心から願っております。

　能登半島地震直後の悲惨な状況が何回となく報

道があっており、その映像で、倒れた家屋と倒れ

ずに残った家屋が映し出されておりましたが、そ

の中で、平成12年施行の現行基準で建築された住

宅はほぼ倒壊せず、被害も少なかったとの内容で

ありました。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　この木造住宅の耐震基準については、年代別に

大きく３つに区分されます。

　まず、昭和56年以前の旧耐震基準、宮城県沖地

震を受けて昭和56年に施行された新耐震基準、そ

の後、阪神・淡路大震災後の平成12年に施行され

た現行基準となっております。

　今回の能登半島地震を日本建築学会の方々が詳

しく調査され、６月にその速報が示されましたと

ころ、平成12年施行の現行基準に基づく建物は、

全壊と半壊が合わせて１割未満にとどまり、被害

がなかった住宅が７割近くに上っておりました。

一方、昭和56年以降に施行された新耐震基準の住

宅は、４棟に１棟が全壊となり、それ以前の旧耐

震基準では、全壊した住宅が５割近くに達してお

りました。

　これらからも明らかなように、全壊や半壊など

の大きな被害は、平成12年施行の現行基準の建物

は少なく、古い耐震基準に集中しており、被害の

大小に大きな違いがあることが判明しました。

　私は、本県が現在進めている熊本地震後の耐震

診断、耐震対策が、昭和56年以前に着工されたも

のが補助要件となっていることに、新耐震基準の

適用から40年以上も経過しているので、耐震性を

確保するためには、平成12年施行の現行基準に満

たないものも適用すべきと主張し、県に再三申し

入れてまいりました。

　そうして、今回の能登半島地震の住宅の被災状

況が判明しましたので、県に対して再度、どうし

てこの現行基準に満たないものを最初から補助要

件としなかったのかを問いただしましたところ、

担当部局から、耐震改修促進法というものがあ

り、その中で、新耐震基準以前の住宅が、耐震性

が明らかでないものとしていることから、本県の

耐震対策も、これを対象としている旨の説明を受

け、愕然としました。すなわち、旧耐震基準の住

宅を対象とするということにしたことでありま

す。

　なぜ現行基準を用いようとされなかったのか。

能登半島地震の調査結果から見ても明らかなよう

に、理解に苦しむところであります。このままで

は、明らかに不十分であり、県民の命と暮らしは

守れません。
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　県として、このたびやっと、今議会において、

新たに耐震対策の補助対策を、これまでの昭和56

年以前の旧耐震基準から、平成12年施行の現行基

準に満たない住宅へと繰り上げられ、その支援の

拡充を図られようとしておられます。

　あれほど国の方針をかたくなに堅持していたも

のを、今回見直されることになった経緯、あるい

はその根拠についてお聞かせいただきたいと思い

ます。

　あわせて、その拡充策の具体的な内容につい

て、また、県民に対してどのように周知されよう

としておられるのか、亀崎副知事にお伺いしたい

と思います。

　　〔副知事亀崎直隆君登壇〕

○副知事(亀崎直隆君)　まず、見直しの経緯につ

いてお答えいたします。

　県におきましては、国の方針に即して、昭和56

年以前の旧耐震基準に基づく住宅などの耐震性を

向上させるため、平成19年度から、市町村と連携

し、地震に対する安全性を評価する耐震診断事業

を実施してきました。

　その後、熊本地震を契機に、平成29年度から

は、耐震診断のみならず、耐震改修なども行う住

宅耐震化支援事業を開始し、耐震化の推進に注力

をしてまいりました。

　さらに、能登半島地震での住宅の被害状況か

ら、新耐震基準に基づく住宅の耐震性能の向上も

重要と考え、国の被害状況の調査結果を注視して

きました。あわせて、市町村へのヒアリングを行

い、きめ細かな支援となるよう、地域の実情の把

握にも努めてまいりました。

　本年６月には、議員御紹介のとおり、日本建築

学会の調査結果で、平成12年施行の現行基準を満

たさない新耐震基準の住宅におきましても、約25

％もの住宅が全壊しているとの報告がございまし

た。

　加えて、市町村へのヒアリングでは、高齢世帯

の費用負担や市町村の財源確保など、耐震化の推

進に関する課題も明らかになりました。

　このため、支援対象を現行基準を満たさない住

宅に拡大するなど支援策を拡充し、より重点的に

耐震化を促進することとし、そのための予算を今

定例会に提案しております。

　次に、拡充策の具体的な内容ですが、支援対象

の拡大に加えまして、早期に住宅の耐震化が進む

よう、一定期間住宅所有者への補助額を増額する

ものでございます。

　例えば、高齢世帯などの所有者には、現在の最

大100万円の補助を最大150万円に増額し、所有者

の負担割合は、５分の１から最大７分の１に軽減

されます。さらに、事業主体である市町村の負担

も、補助額の２分の１から最大３分の１に軽減さ

れることになります。

　最後に、県民に対する周知についてお答えいた

します。

　住宅耐震化の推進に当たりましては、県民意識

の向上が重要と考えております。このため、新聞

やラジオ、市町村広報なども活用し、関係機関や

団体と連携しまして、丁寧な説明と周知を行って

まいります。また、大規模地震の発生が予想され

る断層周辺や耐震化率の低い地域については、耐

震対策講演会も開催することとしております。

　これからも、県民の皆様が安心して豊かに暮ら

し続けることができるよう、引き続き市町村と連

携して、住宅耐震化の取組を迅速かつ確実に進め

てまいります。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　県南には、日奈久断層帯が走って

おります。学者の見解では、マグニチュード７ク

ラスの地震の起こる確率は、極めて高いＳランク



－ 24 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

に位置づけられております。

　先月には、南海トラフ地震臨時情報、巨大地震

注意も発表されました。その対策は、焦眉の急で

あります。

　現在、八代の海岸堤防は、国直轄の耐震工事が

行われております。住宅の耐震対策が、いまだ不

十分であります。早急に対策を講じていただき、

地震からの被害を最小限にとどめるよう努めてゆ

かねばなりません。

　早期の事業の着手と県民への周知の徹底をお願

いし、次の質問に入らせていただきます。

　続きまして、八代・天草シーライン構想の推進

についてお尋ねいたします。

　この問題につきましては、これまで長い年月の

間、多くの議員が質問を重ね、取り組んでまいり

ましたが、やっとの思いで構想路線としての位置

づけまでこぎ着けることができました。しかし、

まだ一段階上の計画路線としての決定を得るに至

っておりません。

　平成元年、八代・天草架橋建設促進期成会が発

足して、自来36年の年月を迎えようとしておりま

す。これまで、行政の期成会、民間の両市の協力

期成会、県議会、市議会の建設促進議員連盟な

ど、多くの方々のお力添えを賜り、決して諦める

ことなく、必死になって要望活動を継続して推し

進めてまいりました。

　近年におきまして、様々な動きが活発化してま

いりましたので、ここで整理してみたいと思いま

す。

　まず、令和３年２月に、知事を会長として、県

議会議長、八代、上天草両市長、経済団体長で構

成する八代・天草シーライン建設促進協議会が設

立されました。

　同年６月には、熊本県新広域道路交通計画にお

いて構想路線に位置づけられ、７月には、国の九

州地方新広域道路交通計画においても、立て続け

に構想路線としてしっかり明記されたのでありま

す。

　そして、この構想を推進すべく、八代・天草シ

ーライン構想推進大会を令和３年12月に上天草市

において開催し、気勢を上げ、以後、八代市と交

互に毎年継続して開催し、この構想の意義、必要

性、効果をアピールしながら、地元の機運醸成を

図っているところであります。

　また、要望活動においても、令和４年１月を皮

切りに、九州地方整備局及び国土交通省本省に、

年２回欠かすことなく、政務三役をはじめ、国交

省幹部の方々に、八代・天草シーライン構想の早

期実現に向けまして、事業化に必要な調査、検討

に早期に着手していただくよう直接訴え続けてお

ります。

　そのような中、本年１月１日、先ほども申し上

げましたが、能登半島において大地震が発生しま

した。半島がゆえの交通アクセスの不便さ、救助

の困難さ、復旧の遅れなど、その脆弱性が指摘さ

れたところであり、避難ルート、ダブルネットワ

ークの必要性を叫ぶ声が大きく高まっておりま

す。

　その地震直後の国交省本省への要望時におい

て、吉岡技監、丹羽道路局長からも、能登半島地

震を踏まえ、半島地域の対応を考えていく必要が

あると、半島地域の脆弱性を重ねて指摘されてお

られます。

　天草地域も島伝いの半島地域であり、一たび大

きな災害が起きると、一方向だけのアクセスで

は、たちまち孤立してしまい、避難もできない、

救助にも行けない、救援物資も運べない、要救助

者も救えないなどの大きな二次災害につながりか

ねません。緊急時における代替ルートの確保、リ

タンダンシーは、必要不可欠であります。
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　災害に強く、生命を救い、観光振興にも貢献

し、人流、物流の促進、定住人口の増加、地域の

振興、発展に大きな恩恵と効果をもたらす八代・

天草シーライン構想の必要性は、必然的に高まる

ものであろうと確信をいたします。

　伺いますと、本年３月には、国土交通省、熊本

県、八代市、上天草市の４者による八代・天草シ

ーラインに関する勉強会が立ち上げられたと聞き

及んでおります。また一歩前進したなあと受け止

めており、その協議の行方を固唾をのんで見守っ

ているところであります。

　知事も、３月の知事選のマニフェストにおいて

も「大規模災害発生への対応や新たな観光・物流

ルートの創造に向けて、｢八代・天草シーライン

構想｣」｢を推進します｡」と明確に述べておられ

ます。

　知事選後、早速５月には、八代市で行われた民

間協力期成会の総会に出席され、この八代・天草

シーラインの必要性、重要性を切々と述べておら

れます。

　知事、いかがでしょうか。この八代・天草シー

ライン構想についてどのように考えておられるの

か。今後どのように進めようとされておられるの

か。木村知事ならではの明快な御見解をお聞かせ

いただきたいと思います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　八代・天草シーライン構想

は、県南の交通や物流の要衝である八代と、豊か

な自然や食で訪れる人々を魅了する天草をつなぐ

ことで、県南・天草地域全体で新たな経済圏や観

光ルートを創出する、大きな可能性に満ちたもの

と考えております。

　また、能登半島地震において指摘された半島地

域の交通アクセスの脆弱性を鑑みると、八代・天

草シーラインは、大規模災害時における命の道と

しても重要な役割を果たし得るインフラ整備と考

えております。

　このことから、構想実現の暁には、県南・天草

地域の地方創生、災害に負けない強靱な県土づく

りに高い効果を発揮するものと認識しています。

　この構想を実現するためには、地元の機運をさ

らに高め、国に対して、シーラインの必要性や効

果、高規格道路としての位置づけなどを強く訴

え、その熱意によって、構想路線からの格上げが

されるよう、しっかりと主張していくことが重要

です。

　議員御紹介のとおり、この構想の実現に向け

て、令和３年２月に、知事を会長とした建設促進

協議会を設立し、毎年度、地元と連携の上、構想

推進大会や国への要望活動を実施しています。

　さらに、本年３月には、国、県、八代市、上天

草市によるシーライン勉強会が設立されました。

今後は、この勉強会において、地域の課題整理や

シーラインに求められる機能、役割などについ

て、関係者で検討を進めてまいります。

　また、御指摘いただいたとおり、私自身、知事

就任後早速、５月28日に開催されました八代・天

草シーライン建設促進民間協力期成会の総会、交

流会に出席させていただき、この構想への地元の

皆様の強い期待と熱意を感じたところでございま

す。

　今年度も、12月15日に、八代市で、建設促進協

議会主催の八代・天草シーライン構想推進大会を

開催し、私も出席して、引き続き地元の機運醸成

を図ることとしており、その熱意を国に伝えてま

いります。

　構想の実現に向けては、まだまだ高いハードル

があると考えますが、県と市町村、官民が一体と

なって、しっかりと地元の機運醸成を図りなが

ら、その声を国へ伝え続け、構想の早期実現に向
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けた取組を力強く推進してまいります。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　知事は、さきの６月議会の所信表

明の中で、米沢藩主・上杉鷹山の言葉を引用し

て、なせば成る、なさねば成らぬ何事も、これを

座右の銘としているとおっしゃいました。これに

は、どんなことにでもやろうと思って努力すれ

ば、必ず実現することができる、やり遂げること

ができるという意味が込められていると思いま

す。

　どうぞ、県南の多くの皆様方の長年の悲願であ

る、蒲島前知事も夢のあるプロジェクトとおっし

ゃって取り組んでこられた八代・天草シーライン

構想の実現に向けて、最大限の御努力を傾注して

くださいますようお願い申し上げ、質問を閉じさ

せていただきますが、ここで、少々時間があるよ

うでございますので、所感を述べさせていただき

ます。

　私が心から尊敬してやまない政治の師匠がおら

れ、この方が生前よく講演の結びにいつも話され

る言葉があり、極めて印象的でありましたので、

御披露させていただきます。

　空いっぱいに広がった、山のふもとのシイの木

は、根元に草も寄せつけぬ、山の上から転げ出

て、人に踏まれたカシの実が、シイを見上げてこ

う言った、今に見ていろ僕だって、見上げるほど

の大木に、なってみせずにおくもんか、何百年か

たった後、山のふもとの大木は、あのシイの木か

カシの木かというものであります。

　我々の前途は、内外ともに厳しい。県政におい

ても多くの課題が山積しております。しかし、今

に見ていろという、そういう気概を持って立ち向

かっていくとするならば、必ずやその難局を乗り

越えることができるものであろうと、このように

考えております。私は、苦しいとき、つらいとき

に必ずこの言葉を思い起こし、自分自身を奮い立

たせております。

　議場におられる議員諸兄、執行部の皆さん、そ

れぞれに定めた目標、描いた夢もあるでしょう。

それらに向かって、俺は負けないぞ、今に見てい

ろと、そういう気概を持って、何事にも挑戦し続

けてほしいと願っております。

　各位の一層奮闘努力を御期待申し上げ、質問を

終結させていただきます。

　御清聴ありがとうございました。（拍手）

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時59分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　岩田智子君。

　　〔岩田智子君登壇〕(拍手)

○岩田智子君　おはようございます。立憲民主連

合・熊本市第一選挙区選出・岩田智子です。14回

目の登壇になります。木村知事が就任されて初め

ての一般質問でありますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

　私も、今に見ていろ精神で、今日の質問やりた

いと思います。知事がいつも言われる、全ての県

民のための熊本県政が進められるように心から願

っております。

　でも、毎日本当暑いですよね。自然にはあらが

えないなというふうに思っております。

　それでは、通告に従って質問をします。

　まず、緑の流域治水と川辺川ダムについてお尋

ねします。

　７月４日に、令和２年７月豪雨からの復旧と創

造的復興に向けた取組の現段階について、県から
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文書資料をいただきました。重点10項目の進捗状

況を見てみると、多くの項目で完了の文字が見ら

れ、着実に進められていることが分かります。

　今年の梅雨は、本県では異常な降り方もなく安

心しましたが、東北の秋田県、山形県では、大き

な豪雨災害が起きました。山形県で３人、秋田県

で１人お亡くなりになり、行方不明者も１人おら

れます。また、台風５号も、東北で大雨、まさに

気候が変化してきているとしか言えません。８月

末の台風10号の進路や速度も、これまでにはない

ようなものでした。ここでも、気候変動の影響を

考慮した河川整備基本方針の見直しをとの声も上

がっているようです。

　気候変動や線状降水帯での影響を考えれば、ダ

ムによる治水は、場所によってリスクになること

もあります。避難の徹底が最重要となってきま

す。しかし、県も国も、ダム建設にやる気満々で

す。

　流水型川辺川ダムの環境影響調査進捗状況は、

公聴会などを経て、今年４月12日に、環境影響評

価準備レポートに対する知事意見が出され、５月

21日に、第11回流水型ダム環境保全対策検討委員

会を経て、環境影響評価レポートが公表される段

階です。

　６月議会での西議員の代表質問でも取り上げら

れましたが、はっきりした答えがなかったところ

と、蒲島知事からの流れをそのまま受け継いでお

られる知事に確認したいことがございますので、

質問をします。

　まず、西議員も聞かれていましたが、旧川辺川

ダム計画から治水・発電目的が失われた時点で、

特定多目的ダム法の適用ではないのに、この手続

上の問題に関する答えがいまだに聞かれていませ

ん。

　基本計画の変更は、平成10年、1998年６月９日

の変更が最後で、まだかんがい、発電が目的に入

っています。この廃止について通知などあったの

か、法的な根拠や証拠を示していただきたいとい

うことが１つです。

　2020年、令和２年７月の熊本豪雨では、球磨川

流域で50名の方が亡くなられました。現在も２名

が行方不明です。この災害を受け、蒲島前知事

は、流水型川辺川ダム建設を前提とした、命と清

流を守る緑の流域治水を国に要望したわけです

が、一方で、現在に至るまで、断続的に、被災者

ら流域の方々から、ダム建設に対する懸念や抗議

の声が上がり、申入れもなされています。

　そこで、２点、知事にお尋ねします。

　まず、犠牲になった50名の方について、それぞ

れの方が、なぜ、どのような状況で、何時何分に

亡くなられたのかに関し、県として詳しい調査を

なさったのか。

　なお、令和２年７月豪雨検証委員会で、亡くな

られた方の死因や年齢層は、おおよそのエリアに

ついて公開されていますが、ここにとどまらない

実態調査を県独自でされたのかについてお答えく

ださい。そこでの結果があれば、それに基づい

て、山田川左岸で亡くなられた２名の状況につい

て詳細をお示しください。検証委員会と重複する

部分の説明は不要です。

　最後に、県は清流をどう定義しているのか、お

尋ねをします。

　国土交通省による全国一級河川の水質調査結果

によれば、川辺川は、2023年まで10年以上連続し

て、水質が最も良好な河川となっています。球磨

川は、2023年は漏れたものの、これまで複数回に

わたり、最も良好な河川と評価されてきました。

いずれにしろ、県下最大の球磨川水系は、水質が

良く、流域の方々に愛されている熊本の宝の川だ

と思います。
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　環境影響評価準備レポートへの知事意見によれ

ば、これまでの流水型ダムと異なり、河床部放流

設備を中央に、常用洪水吐きを左右に分離配置

し、副ダムを設置しない構造とすることで、川の

流れがそのまま保たれ、ダムの下を清流が流れる

画期的なダム構造が示された、環境に極限まで配

慮されたものと高く評価しています。

　他方で、流域の方の中には、清流とは、水質の

良さにとどまるものではないとの声があることも

聞いています。熊本県として、清流をどのような

ものと考えておられるのでしょうか。国に透明度

の目標値をと意見されていますが、水質だけで清

流と判断しておられるのか、あるいは水質以外に

も清流を守るために重要な項目としてどういった

ことを考えておられるのか、知事の見解を伺いま

す。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　岩田議員から、大きく３点お

尋ねいただきました。

　まず、川辺川におけるダム計画についてお答え

申し上げます。

　従来の貯留型の川辺川ダムは、治水、発電な

ど、複数の目的を持つダムとして計画されていま

した。そのため、特定多目的ダム法に基づき、国

が基本計画を策定し、その計画は、現在も存在し

ております。

　この基本計画については、令和２年に本県が、

洪水調節のみを行う新たな流水型ダムを含む緑の

流域治水の推進を表明した際に、廃止を国に求め

ることも併せて表明しております。

　その後、令和４年に、新たな流水型ダムが、河

川法に基づく河川整備計画に位置づけられまし

た。

　また、新たな流水型ダムについては、令和３年

から、県が求めた法と同等の環境アセスメントが

進められ、今後、最終段階に当たる評価レポート

が公表されます。

　さらに、本年７月には、五木村振興計画を流水

型ダムを前提としたものへと改定し、村、県、国

の３者で確認をいたしました。相良村において

も、川辺川の河川事業などの振興策を着実に進め

ております。

　このような状況を踏まえ、この基本計画は、今

後廃止に向けた手続が進んでいくものと考えてお

り、県としても、法令にのっとって、適切に手続

を進めてまいります。なお、具体的には、廃止に

当たり、知事は、県議会の議決を経て、国土交通

大臣に意見を述べることとされていることも申し

添えておきます。

　次に、令和２年７月豪雨における犠牲者の調査

についてお答え申し上げます。

　県では、県警本部の資料を基に、人吉市、球磨

村、芦北町、八代市坂本町、相良村、山江村の23

地区で、自治会長など、26名の方に対する聞き取

り調査を実施いたしました。

　その結果は、検証委員会で可能な範囲で公開し

ていますが、犠牲になられた方々の詳細について

は、プライバシーに関わるため、お示しいたしか

ねております。

　なお、その聞き取り調査では、住民への避難情

報などがどのように伝達されていたのか、どのよ

うな避難行動を取られていたのかなどについても

お聴きしております。

　その結果、夜間に想定を超える豪雨に見舞わ

れ、急激に水位が上昇したこと、雨音などの影響

などにより、自治体からの防災無線などによる避

難の呼びかけが十分に伝わらなかった事例がござ

いました。

　また、宅地かさ上げなどの河川整備により安全

が確保されていると判断され、逆に避難が遅れた
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事例もございました。

　さらに、高齢者など避難行動要支援者に対しま

しては、市町村による個別計画はおおむね策定さ

れていたものの、避難の呼びかけなどにとどま

り、計画どおりの支援が実施できなかった事例も

ございました。

　令和２年７月豪雨では、このような要因が複合

的に重なり、人的被害が生じたものと考えており

ます。

　議員から、質問の中で、避難の徹底が最重要と

お話がございました。そのとおりであると思いま

す。今後も、流域全体でのハード対策に加え、迅

速かつ確実な情報伝達や避難体制の強化など、住

民の円滑な避難を支援するソフト対策を含めた緑

の流域治水を総合的に推進してまいります。

　最後に、清流に対する県の考えについてお答え

申し上げます。

　新たな流水型ダムは、球磨川・川辺川流域の安

全、安心を最大化するとともに、環境に極限まで

配慮し、清流を守るものでなければなりません。

　この清流に対する思いは、お一人お一人異な

り、一つの言葉や指標で説明できるものではない

と考えております。

　そこで、環境アセスメントにおける知事意見で

は、見た目の美しさを示す水平透明度を含めた水

環境のみならず、動物、植物、生態系、そして人

と自然との触れ合い活動の場など、幅広い評価項

目に対して、環境への配慮を求めております。さ

らに、山林も含めた河川環境の回復や創出といっ

たネイチャーポジティブの観点からも意見を述べ

ております。

　なお、国では、知事意見や一般の皆様からの意

見も踏まえ、ダム構造や試験湛水の手法及びダム

の運用などにつきまして、環境アセスメントの後

も、引き続き環境への影響の最小化に向けて検討

を重ねられると聞いております。

　今後も、流域の皆様や専門家の方々とともに、

新たな流水型ダムの事業の方向性や進捗をしっか

り管理し、県民の皆様にも広くお知らせしてまい

ります。

　以上でございます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　令和２年に廃止を国に求めて、廃止手続はまだ

だけれども、法と同等の環境アセスメントのレポ

ートが今度公表される予定になっているんですよ

ね。これから廃止手続が進んで、そのときは、こ

この議会にて議決をするというふうにお答えにな

りました。でも、整備計画はできているというと

ころですよね。

　例えば、私もいろいろ調べて、滋賀県の大戸川

ダムというところも計画変更をされたダムなんで

すけれども、多目的ダム法で計画をされて、20年

後に廃止手続を取って、その５年後にダム事業を

検証して、継続決定があって、河川整備計画変更

案を公表するというふうな手続をきちんと取られ

ています。国交省も、整備計画の開始手続が必要

なこととか、熊日のインタビューでも答えられ

て、認められています。手続をちゃんとしなけれ

ばいけないということ。これからということなの

で、でも、何かもうどうしても私にはそれが分か

らないというか、順番がちょっと逆なのではない

かなというようなことがあって、疑問が湧いてお

ります。今日答弁をいただきましたので、それは

しっかり受け止めたいと思っております。

　それから、２点目なんですけれども、23地区の

26人の聞き取りをされたと御答弁ありました。球

磨川流域だけでも50人の方が亡くなられていると

いうこと、そして、お二人については、プライバ

シーに関わるということでお話しされませんでし
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たけれども、当時、新聞でもお顔の写真つきで御

家族のインタビューとかも載って、どういう状況

で亡くなられたかというのが記事になっていま

す。被害防止で、教訓としてそういうものを引き

出して、やっぱり共有していくべきだと思うんで

すよね。

　市民団体の方々が集められた写真とか動画とか

証言とかを見れば、山田川左岸で亡くなられたお

二人は、球磨川本流のバックウオーターではなく

て、山田川の川幅の狭くなるところから水が道路

を伝って広がって、周囲の水位を急激に上昇させ

たことがあるのではないかということがあれば、

検証委員会でのダムがあれば助かったというよう

なことにはならないかもしれないんですよ。そう

考えると、当時の写真や証言などが今いっぱいあ

るわけです。今こそ、改めて共同検証を、必要性

を訴えたいと思っています。そうじゃなければ、

亡くなられた方の、その命の責任がこれから取っ

ていけないのではないかなというふうに考えてい

ます。

　それから、３点目ですけれども、知事は、６月

の定例会でも、命と清流を守る新たな流水型ダム

を含む緑の流域治水について、県民の皆様の理解

が深まるように説明を続けていきますとおっしゃ

いました。清流とは何なのかを説明するやっぱり

責任はあると思います。事前通告もしましたの

で、やっぱり一つの言葉や指標では表せない、い

ろいろるる述べられましたけれども、透明度のこ

ととか、それ以外にもいろいろあるとおっしゃい

ましたけれども、何か今日お答えが出てないのは

とても残念でたまりません。

　球磨川流域の方々が、球磨川は、川辺川がある

から今の状況を保っていると言われました。ラフ

ティングや球磨川下りができるのもそうだという

ふうに言われています。今年は、特に酷暑、暑か

ったので、川辺川のアユ、刺し網漁での漁獲がも

う皆無に近い状態だと言われて、そういう話も聞

きました。丁寧な河川の実態調査も望みたいと思

っています。

　ダムができたら、必ず変化は起こります。だか

ら、その変化を、清流の指標、定義がなければ、

それがどうなったのか確かめる手段もないのじゃ

ないかなというふうに思います。そういうこと

を、県民とともに清流という定義をつくり上げて

いくことも必要じゃないかなと強く訴えて、この

質問を終えます。

　２番目の質問に行きます。

　公職選挙法に関する知事の考えについて質問し

ます。

　７月に行われた東京都知事選挙において、選挙

掲示板に貼られたポスターの報道を見て、驚いた

方も多かったと思います。過去最多の56人が立候

補した都知事選で、掲示枠が売買され、選挙ポス

ター掲示板の一部に、選挙とは無関係のポスター

が大量に貼り出されました。また、掲示板自体が

足りない状況にもなりました。

　また、ある候補者は、イメージポスターとし

て、ほぼ全裸の女性のポスターも貼られました。

売名行為もありました。こちらは、すぐ警視庁が

動き、差し替えとなりましたが、子供の通学路な

どに掲示板があり、心配した保護者の声も上がり

ました。

　私は、これらの様子を見て、ここまで来たか、

ますます政治不信が強まるのではないか、政治家

への信頼もなくなるのではないかと危惧しまし

た。熊本県内でも、このままでは、このような状

況が起こらないとも言えず、これからが心配で

す。

　知事は、共同通信のアンケートで、公職選挙法

の改正が必要だと答えられています。８月８日の
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記者会見の場でも、法改正の必要性と表現の自由

に配慮した論議を求めるというお話をされておら

れました。

　公選法については、私自身もその法律下で選挙

をし、ここにおるわけですが、とってもグレーで

あるように思っています。

　そこで、どのような改正が必要と思われるの

か、表現の自由への配慮がどうあるべきかについ

て、知事のお考えをお聞かせいただきたいと思い

ます。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　７月の東京都知事選における

選挙運動用ポスターをめぐる混乱は、全国に大き

な衝撃を与えました。公営ポスター掲示場の掲示

枠が事実上販売されたり、犬や猫の写真など、選

挙と無関係なポスターの掲示ですとか、同じポス

ターを多数掲示することによる、いわゆる掲示場

ジャックがされる事態となりました。

　これは、選挙という民主主義を構成する重要な

手続の場を軽視するものであり、政治への信頼を

低下させるゆゆしき事態と受け止めています。

　現行の公職選挙法においても、ポスターは「選

挙運動のために使用する」と規定されています。

そのため、候補者の当選を目的としないポスター

は掲示することはできませんし、掲示枠を候補者

以外へ販売することは、現行の公選法において制

限できると私は考えています。

　しかし、最高裁判例、これは、ちょっと細かい

ので読み上げますが、選挙管理委員会は、ポスタ

ー記載の文言の当否を審査し、その取消しまたは

修正を命ずる権限を有していないという最高裁の

判例があることから、現場レベルでは制限をちゅ

うちょしてしまうということも理解できます。

　このため、これまで以上にポスターの掲示目的

を明確化した上で、品位保持や営利目的の行為の

制限が図られるよう、公職選挙法の改正を早期に

行うべきだと考えております。

　ただ、選挙の法の改正に当たっては、表現の自

由に配慮し、選挙運動が過度に制約されないよう

にすべきであります。選挙運動は、候補者が当選

を目指し、自らの政見などを有権者に訴えるもの

であり、有権者がその投票先を判断する基礎とな

ります。選挙運動における表現の自由は、公共の

福祉に反しない限り、必ず保障されるべきものと

考える必要があります。

　現在、国会では、このような論点を含め、公職

選挙法の改正に向けて、与野党の実務者協議が進

められており、与党は、今年秋の臨時国会での改

正を目指すと報じられております。公明かつ適正

な選挙が実施されるよう、また、政治への信頼が

確保されるよう、引き続き、法改正に係る与野党

協議の内容や国会での議論を注視してまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　御答弁いただきました。

　答弁の中にもありましたが、与野党５党が、今

度、品位保持とか候補者氏名の記載を義務づける

規制案を出して、秋の臨時国会でそれが決まるか

どうかというようなことが今出ているんですけれ

ども、公共の福祉に反しない限り表現の自由は保

障されるということには、本当に異論はありませ

ん。良識があるとされている候補者に良識がなけ

れば、政治不信は広がります。そうならないよう

に、私もこれからの動きを注視していきたいと思

っています。

　公職選挙法の下で選挙に勝ち、当選してきた知

事、私自身も、ここにおられる議員の皆さんもそ

うですけれども、誤解を持たれるようなグレーな

ことはしてはいけないのだろうと思います。良識
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のある候補者であるはずですからね。取締りは警

察のほうになりますので、公正、公平によろしく

お願いをして、次の質問に移ります。

　障害のある人への合理的配慮について質問をし

ます。

　今年７月３日、旧優生保護法下の強制不妊手術

をめぐる最高裁判決で、違憲判決が出されまし

た。この判決を受け、政府は、障害者差別の根絶

を掲げた対策本部を発足させました。さらなる共

生社会実現への行動計画を策定する方針だとして

います。

　熊本県庁の障害者雇用は、労働局の令和５年障

害者雇用状況の集計結果を見ると、3.13％と法定

雇用率2.6％を上回っています。県庁が民間企業

の障害者雇用のモデルケースとなっており、民間

企業では、2.52％と前年と比較して0.05ポイント

上昇し、法定雇用率2.3％達成の企業の割合は、

59.4％と2.1ポイントの上昇となっています。

　市町村、教育委員会ともに雇用率は前年を上回

り、雇用率も達成しています。共生社会実現が進

んできていると実感しています。

　熊本県は、2011年、平成23年７月に、障害のあ

る人もない人も共に生きる熊本づくり条例を制定

されました。全国で４番目です。

　2016年、平成28年３月に、合理的配慮の提供に

ついて、庁内や地方出先機関の長に向け、総務部

長と健康福祉部長から通知が出されています。事

業者は、合理的配慮の提供が義務づけられまし

た。

　また、障害者差別解消法が、2016年、平成28年

４月１日に施行され、2021年、令和３年の改正に

伴い、今年の４月１日から合理的配慮の義務化と

なりました。

　先日、障害者の自立と政治参加を進めるネット

ワークで、議会の中での合理的配慮について、総

務省に要請に参りました。早速、総務省は、今後

の通知に盛り込み、配慮が広がるように、具体的

な対応事例を紹介する考えがあることを明らかに

されました。

　この合理的配慮について、障害のある方々から

御相談を受けることが多々あります。全ての御相

談に共通するのは、配慮を望むと、わがままだと

捉えられるということです。介助者をつければと

か、自己中心的だとか、私は我慢しているのだか

らというようなことを言われるわけです。合理的

配慮が、ずるいとかわがままとは違うのだという

ことを、県が分かりやすく啓発をしていくべきだ

と感じています。

　そこで質問です。

　合理的配慮のさらなる周知や理解促進につい

て、県としてどのように取り組んでいるのか、健

康福祉部長に伺います。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　県では、くまもと

障がい者プランに基づき、障害のある人もない人

も一人一人の人格と個性が尊重され、社会を構成

する対等な一員として、安心して暮らすことので

きる共生社会の実現に向けた取組を総合的に推進

しています。

　御質問のありました障害のある方への合理的配

慮につきましては、例えば、飲食店で車椅子のま

ま着席したいという申出があった場合、車椅子の

まま着席できるスペースを確保するといった対応

などを指します。合理的配慮の提供に当たって

は、費用や実現可能性の程度を個別事案ごとに考

慮し、事業者等に過重な負担とならない範囲で講

ずることとされています。申出への対応が難しい

場合でも、障害のある方と事業者等が対話を重

ね、共に解決策を検討していくことが重要です。

　県では、このような合理的配慮に関する理解促
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進を図るため、県民や事業者への相談対応や周知

啓発の取組を継続的に行っております。

　まず、相談対応については、障害のある方や事

業者等が抱える課題や悩みを解決するため、平成

24年度から、障がい者支援課内に相談窓口を設置

しております。窓口には、専門の相談員を４名配

置し、合理的配慮に関する具体的なアドバイス等

を行っております。

　次に、県民や事業者への周知啓発に当たって

は、私たち県職員が率先して理解を進める必要が

あると考え、合理的配慮に関する研修を必修項目

に位置づけ、毎年度、全職員が受講しておりま

す。

　また、県民や事業者に対しては、平成24年の障

害のある人もない人も共に生きる熊本づくり条例

の施行以降、10年以上にわたり出前講座を継続し

ており、障害者差別解消法の概要や障害のある方

への接し方等について、理解の浸透を図ってまい

りました。

　本年４月に全事業者による合理的配慮の提供が

義務化されたことを受け、今年度の出前講座の申

込みが昨年度の２倍のペースで増えており、県民

の皆様の意識の高まりを感じています。

　今後も、様々な媒体を通し、県民の皆様へ分か

りやすく周知啓発を行い、障害のある方への合理

的配慮の提供について認識を深めていただくとと

もに、障害のある方や事業者等のお困りの声に耳

を傾け、より一層丁寧な助言等を行い、共生社会

の実現を目指していきます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　御答弁いただきました。

　この合理的配慮というのは、英語を訳して合理

的配慮としているらしいんですよね。英語は私不

得意なんですけれども、リーズナブルアコモデー

ションという英語だそうです。双方に意味のある

配慮、障害者の完全な参加を可能にする機会の調

整や変更というところから、この合理的配慮とい

うことに訳されたというふうに聞いています。

　配慮というと、健常者が障害者に何か心配りを

しましょうというふうな意味合いに取られること

が、そこでちょっといろいろトラブルが起こるん

だと思っています。共に解決をしましょうという

ふうな意味合いに取らないと、先に進まないんじ

ゃないかなというふうに感じます。

　今答弁にもあったんですけれども、この合理的

配慮をするためには、｢実施に伴う負担が過重で

ないとき」というふうに文言が書かれています。

厚労省は、指針において、さっきも言われました

が、事業主が、それを総合的、個別的に判断して

することとしておられます。この辺りにも、何か

ちょっと補助とかが国からもあればいいなという

ふうに感じています。

　たくさんの事業者や当事者からの相談を受けて

おられることや、出前授業での講習などで、たく

さん啓発をされておられるということ、合理的配

慮の義務化がどんなことなのかとか、当事者やそ

の周りにいる人だけじゃなくて、多くの県民に理

解していただく今が正念場というかな、いろいろ

広げる、そういう期間だと思っております。

　互いに話合いができて働きやすくしていくこと

で、全体の職場環境もよくなるというふうに感じ

ています。取り組まれていることが多くの県民に

理解されていくよう、これからも丁寧にお願いし

たいと思います。

　次の質問に移ります。

　県立高校での中途退学者への支援や取組につい

て伺います。

　今年の３月、県立高校に通う保護者からの相談

がありました。内容は、中途退学についてでし

た。個別の件ですので、詳細は割愛するんです
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が、その高校生は、その学校を退学したくはなか

ったのですが、最終的には、転学という形で進路

変更という道を選ぶことになりました。話を聞い

ている中で、とても気になったことがありまし

た。その高校生の同級生、複数人が、１年生終了

時点で、退学や転学をしたということについてで

す。

　また、外国ルーツの子供で、日本語学習や個別

の学習支援を経て高校進学を果たしたのだけれど

も、中退をしてしまったという事例もありまし

た。

　大学生数人に聞いてみました。それぞれ違う高

校の卒業生ですが、やはり複数の退学者や転学を

した人がいたと話してくれました。

　文部科学省が調査している児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題の2022年、令和

４年度の結果を見てみますと、全国の高等学校に

おける中途退学者は４万3,401人で、全体の1.4％

だそうです。令和３年度が３万8,928人で1.2％だ

ったので、増加傾向です。令和２年度は、コロナ

禍真っただ中で1.1％でした。1982年、昭和57年

から平成３年度あたりは２％を超える状況。熊本

県の状況を見てみますと、1.3％で全国平均と同

じぐらいの中退率となっています。

　事由別で見てみると、これは全国の結果ですけ

れども、複数回答で、進路変更43.9％で最も多

く、学校生活、学業不適応が32.8％、学業不振６

％と続いています。

　1982年、昭和57年からの調査結果を見ると、２

％から、1999年、平成11年から数年、2.6％と増

加傾向にありましたが、2009年、平成21年からは

減少傾向にはなっています。それは、進路指導の

充実や高校での丁寧な取組のおかげだと思いま

す。

　しかし、熊本県の高校進学率99.2％という状況

を考えると、中途退学をした子供たちのその後の

進路は大変重大だと思います。

　一昨年、湧心館高校の通信制の卒業式に出席し

ました。そのときに答辞を読んだ卒業生は、ある

県立高校での友人関係の悪化などで辞め、通信制

に進路変更をし、充実した生活を送り、台湾の大

学への進学を決めたと話していました。その卒業

生のように、進路変更で自分の居場所ができるこ

とはすばらしいことですが、一方で、続けたかっ

たけれども退学してしまった子供たちや転学先で

もうまくいかない子供たちへのフォローや次の進

路につながる支援が届いているのかが大変心配で

す。

　そこで質問です。

　熊本県で中途退学をした子供たちが、なぜ中途

退学をしたのか、また、その後どのような進路に

進んでいるのか、さらに、中途退学の未然防止や

退学、転学する子供たちへの支援について、教育

長にお尋ねします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県立高校での中途退学者

への支援や取組についてお答えいたします。

　本県の公立、私立を含めた中途退学者について

は、直近10年で、平成25年度の880人をピークに

その後は減少し、令和２年度は324人となってい

ました。

　しかし、議員御指摘のとおり、コロナ禍以降の

令和３年度が422人、令和４年度が605人と、全国

の状況と同様、増加傾向になっています。

　県教育委員会では、県立高校における中途退学

の理由及び中途退学後の進路等を把握するため、

毎年度状況調査を実施しています。

　その調査によると、中途退学の理由は、｢学校

生活・学業不適応」と「進路変更」を合わせて７

割近くとなっています。中途退学後の進路につい
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ては、就職やアルバイト、高校への再入学や高卒

認定試験を受験しての進学などが挙げられます。

　中途退学の未然防止の取組としましては、ま

ず、入学直後に新入生オリエンテーションや宿泊

研修等を実施し、円滑な高校生活のスタートを支

援しています。

　また、学業に後れが見られる生徒や学校生活に

悩みを抱えている生徒に対しては、必要に応じて

個別面接や１人１台端末を活用した学習支援など

を行っています。

　しかしながら、様々な理由で最終的に中途退学

を希望する生徒も存在しており、そのような生徒

に対しましては、将来の就労等のイメージを明確

化させた上で、柔軟な学習機会を提供する定時制

や通信制課程の高校への転学を提案するなど、学

びの継続を支援しています。また、就職を希望す

る生徒に対しましては、ハローワークやジョブカ

フェ等関係機関と連携しながら、確実に就労でき

るよう、丁寧な支援を行っています。

　県教育委員会としましては、引き続き、中途退

学の未然防止に努めるとともに、中途退学者一人

一人の状況に応じた学びの継続や就労支援に取り

組んでまいります。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　学校現場での取組の様子を答えていただき、丁

寧に取り組まれているのだなと思います。でも、

そこからこぼれている子供たちがいます。先生た

ちだけではなくて、スクールカウンセラーや第三

者的に支援をするような様々な角度からの大人の

力が非常に重要だと思います。子供たちの中に

は、先ほど必要な合理的配慮の質問しましたけれ

ども、そういう子供たちもいます。学校の中での

共生社会の実現も必要だと感じます。

　中途退学の生徒たち、いろんな県の状況を私も

調べてみまして、埼玉県とかが昔すごく高くて、

埼玉県独自で、いろいろアンケート、５年置きに

調査を行って、高校の中身を変えるというかな、

それを見て施策を考えていくというような取組を

して、どんどん減っていったというようなアンケ

ート結果を見ました。

　調査もされているので、高校の魅力化等とかを

今考えていらっしゃるので、そういう調査を生か

すというのも、とても大事なことになるのじゃな

いかなというふうに思います。

　それから、中退者が多い学校というのもあるか

もしれません。その辺の調査もしていただきたい

なというふうに思います。

　今回、県立高校の中途退学についての質問をし

ました。私学のことも、少し人数的には入れてい

ただきましたけれども、私立高校での中退や不登

校もとても気になっております。ここは、私学振

興課のほうにも、しっかり問題意識を持っていた

だきたいなと思っています。

　中退をした子供たちが社会とのつながりを失う

きっかけになったり、社会とつながりを得にくい

ことで、ひきこもりとなる現状があるというふう

に言われています。

　そこで、次の質問に移ります。

　ひきこもりと言われる方々への支援について伺

います。

　2022年度、令和４年度、内閣府が行った、こど

も・若者の意識と生活に関する調査の結果、全国

でひきこもりの状況にある方は146万人、50人に

１人の割合だという結果が出ました。146万人と

いえば、京都市の人口とほぼ同じぐらいとなりま

す。15歳から39歳の子供、若者層が2.05％、40歳

から64歳の中高年層が2.02％で、７年前の調査と

比べ1.3倍となっていて、増加傾向であることが

分かります。さらに、高齢化が進み、8050問題が
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9060問題に発展し、問題がより深刻になっている

状況にあります。また、女性のひきこもりが、40

歳から64歳の層で52.3％と半数を超えたというこ

とも注目されています。

　就業経験は、15歳から39歳が62.5％、40歳から

69歳が90.3％との結果があり、ひきこもり状態の

人の多くは、社会に出て何らかの就労を経験した

後、ひきこもり状態になっていることが分かりま

す。

　コロナ禍での影響も大きく、この調査では、ひ

きこもりとなった主な理由の一つとして、およそ

５人に１人が新型コロナウイルスの流行を挙げ、

コロナ禍での社会環境の変化が背景にあることを

うかがわせる結果になりました。逆に、コロナ禍

によるオンライン化が人とつながるきっかけとな

り、情報収集や新たな選択肢を得たというひきこ

もり家族会連合会の調査結果もありました。

　ひきこもり状態から自立への道筋を様々な支援

で構築していくべきですが、それには、人的な配

置や場所というお金がかかるものが必要です。そ

れとともに重要なのが、人や場所とのつながりを

どうつくっていくかということが重要です。誰か

とつながる、どこかとつながると、生きる意欲が

湧いてきます。

　しかし、ひきこもり当事者もその周りにいる家

族も、周りの無理解から、甘やかし、怠け、親の

育て方の問題とした偏見が強く、いまだになかな

か相談ができない状況にあると思います。地域で

は、周りは知っているのに、かたくなに何事もな

いようにされている御家庭もあります。本人とと

もに家族が変わることも必要となります。

　熊本県では、こころの医療センターとひきこも

り地域支援センターゆるここで具体的な支援が行

われていると聞いております。

　そこで質問です。

　熊本県のひきこもりの状況と県で取り組んでい

る支援実態、専門性のある相談窓口職員の配置状

況や啓発活動及び関係機関との連携について、健

康福祉部長にお伺いします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　本県では、熊本県

ひきこもり地域支援センターゆるここを設置し、

ひきこもりの状態にある方やその家族からの相談

に対する支援などを行っています。

　まず、ひきこもりの状況についてですが、ゆる

ここにおける令和５年度の電話、来所等の相談件

数は延べ689件で、このうち相談者の内訳として

は、本人と家族等がほぼ同数となっています。本

人からの相談としては、男性が７割を占め、幅広

い年代から相談があっており、また、ひきこもり

の期間が３年を超える方が約７割となっていま

す。

　次に、県で取り組んでいる支援についてです

が、ゆるここには、社会福祉士、保健師の資格を

有する職員を合わせて３名配置しています。

　本人やその家族に対しては、電話、来所、手紙

による相談のほか、出張相談も行っています。さ

らに、外出できるようになった本人の居場所づく

りや家族の孤立を防ぐためのセミナー及びサロン

も開催しています。

　県民に対しては、ひきこもりへの理解を促進す

るため、講演会の開催、熊本市電内における広

報、ＳＮＳを活用した情報発信などの啓発活動に

取り組んでいます。

　本人や家族の身近な相談支援機関である市町村

に対しては、体制の充実に向けた支援が必要であ

ると考えています。そのため、ゆるここは、相談

体制や本人の居場所づくりへの専門的な視点から

の助言、支援者向けの研修会の開催などを行って

います。
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　また、県立こころの医療センターでは、ひきこ

もり外来を設置し、ひきこもりに悩む方々が診療

を受けやすい環境づくりを進めています。さら

に、個別カウンセリングから家族グループによる

病気の理解促進、福祉サービスをはじめ社会資源

の活用など、治療から支援までをワンストップで

提供しています。

　関係機関との連携については、医療、保健、福

祉、教育、労働などの関係機関で構成されるひき

こもり支援者連絡協議会を開催し、現状や課題、

今後の方策に関する意見交換を行っています。

　このように、様々な取組を行っていますが、ひ

きこもり状態となられた経緯や状況は複雑で多岐

にわたるため、お一人お一人に寄り添った支援が

必要であると考えています。また、ひきこもり期

間が長期化していることから、本人の居場所づく

り等を継続的に行う必要があります。

　県としましては、引き続き、市町村をはじめ関

係機関と密接に連携を図りながら、相談体制の充

実や啓発活動などにしっかりと取り組んでまいり

ます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　ストレスの中での生活から身を守るために閉じ

籠もる、そのこと自体は必要なことだと思いま

す。でも、それが長くなり過ぎると、何が原因な

んだろう、きっかけは何なんだろう、なぜ、なぜ

というふうに苦しむ本人や家族がいると思いま

す。今日の答弁で、背景がいろんな場合があると

いうふうにおっしゃいました。そういういろんな

一つ一つの事例を丁寧に取り組んでいただきたい

なというふうに思います。

　相談される方の７割が期間３年以上ということ

で、コロナ禍の影響についても気になるところで

すけれども、こころの医療センター――今日、病

院長もおられますが、コロナ禍の影響についても

気になるところです。市町村の体制の充実につな

げていってほしいというふうに思っています。

　相談窓口というのが相談の入り口ですよね。そ

の相談窓口で、相談員の方の経験値とかいろんな

専門性がないと、そこで何かもう、ああというふ

うになっちゃうことが多々あると思います。先ほ

どの合理的配慮の相談もそうなんですけれども、

やっぱり相談窓口というところの相談員の方々の

経験値、専門性はとっても重要だと思っていま

す。配置状況をお尋ねしましたのは、実態を把握

されて、人員が本当にそれで足りるのかとか、し

っかり見ていっていただきたいなというふうに感

じて、質問も入れました。

　関心がないことはなかなか耳に入らないんです

けれども、市電での放送を聞かれたことあります

でしょうか。本当に私はよく市電に乗るので聞き

ますが、ひきこもりは特別なことじゃないという

ところから始まります。このフレーズにぜひ耳を

傾けていただきたいなというふうに思います。

　次に、最後の質問になります。

　国民保護法に基づく県の取組について伺いま

す。

　ミサイル避難動画についてです。

　熊本県は、ユーチューブで、ミサイル避難動画

を流しています。この動画について質問します。

　この動画では、北朝鮮からのミサイルが発射さ

れ、Ｊアラートとメールなどで緊急情報の後の行

動について描かれています。爆風や破片、近くの

頑丈な建物、地下に、車から降りて頭部を守れ

と。避難訓練では、頭をグローブで守る小学生の

姿や手で頭を守る大人の姿も見られます。

　これを見たときに、とても驚きました。ミサイ

ルが飛んできて、頑丈な建物や地下がどれくらい

あるだろうかと。また、体勢を低くして頭を守れ
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ば回避できるのかと。戦争経験者に見てもらいま

した。大戦中の竹やり訓練や防空頭巾で身を守れ

と言っているのと同じではないかと言われまし

た。

　地震などの天災に対しての避難訓練の必要性は

大変重要なことです。大事なことです。しかし、

戦争やミサイルが飛んでくるなどの人災は、それ

がないように止めることができるはずです。国民

保護法が武力攻撃事態等において、国民の生命、

身体及び財産の保護を図ることを目的としていま

すので、起こる、起こす可能性があるという前提

の上だということは理解しています。しかし、こ

んなことが起こるかもしれないという不安を助長

するよりも、何があってもこんなことにならない

ようにするという子供たちへの強いメッセージが

何もないことに悲しみすら感じています。

　そこで質問です。

　水俣市や上天草市、熊本市でミサイル避難訓練

が行われましたが、どのような武力攻撃が行われ

たという想定で行われたのか、動画のような避難

方法で私たちの命や財産が守れるとお考えなの

か、知事にお聞きします。

　次に、県民への情報開示についてお尋ねしま

す。

　７月28日から８月７日まで、山口県、佐賀県、

熊本県、大分県、沖縄県で、史上最高と言われる

陸上自衛隊と米海兵隊との実動訓練、レゾリュー

ト・ドラゴン24が実施されました。熊本県では、

健軍駐屯地、高遊原分屯地、大矢野原演習場で、

自衛隊5,700人、米海兵隊3,200人が参加しまし

た。

　これまでも毎年のように行われてきた訓練です

が、今回は、昨年４月の自衛隊ヘリコプター墜落

事故や昨年11月の屋久島沖合での米軍を乗せたオ

スプレイの事故等でたくさんの人の命が奪われた

こともあり、この実動訓練について、心配の声を

上げる県民の声も聞きました。この心配の声は、

沖縄での相次ぐ米軍による女性への性的暴行事

件、それを公表していなかった日本政府の対応が

あったことも大きな原因です。

　このような県民の不安は、情報がきちんと正し

く入り、対処の方法などが知らされることと考え

ますが、熊本県として、今後、県民への情報開示

をどのようにされるのか、知事公室長に伺いま

す。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　私は、国の外交を基軸とした不断の取組によ

り、国民保護を要する事態に陥らないことを何よ

りも望んでいます。

　全国知事会においても、国際社会と協調し、外

交を含むあらゆる対策を講じて、我が国の安全、

安心に影響を与える事態を回避するよう、政府に

対して要望を行ったところです。

　しかしながら、昨今のこの緊迫した国際情勢を

踏まえると、弾道ミサイル攻撃など万が一の事態

に備えるため、避難行動等を含めた国民保護の取

組の重要性はますます高まっていると認識してい

ます。

　国民、県民を守るために、あらゆる有事を想定

して備えを行うことは、災害対策と同様に、我々

行政の責務であります。国民保護法においても、

県は、住民の保護のための措置を実施しなければ

ならないと定められています。

　そのため、平成29年度は上天草市で、昨年度は

熊本市と水俣市において、弾道ミサイルを想定し

た住民避難訓練を実施いたしました。

　この訓練は、弾道ミサイルが我が国に飛来する

可能性があると判明した場合に、どのような行動

を取るべきか、住民の皆様の理解を深めていただ



－ 39 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

くことを目的に実施しています。住民の方には、

防災行政無線やＪアラートにより弾道ミサイルの

情報伝達を受け、地面に伏せて頭を守ったり、近

くの建物の中へ避難していただきました。

　また、この訓練の模様も含めた住民が取るべき

行動を具体的にまとめた動画を作成したところで

す。

　弾道ミサイルが着弾した際には、ミサイルその

もの以上に、爆風や建物等の破片による身体への

被害が予想されます。

　爆風や飛散する破片は水平方向に広がるため、

近くの建物の中や物陰に身を隠すといった行動、

それらのような場所がない場合には、地面に伏せ

て頭を守るといった行動を取ることにより、被害

を防げる可能性が高まります。

　爆風や飛散する破片への対処法について、平和

な今を生きる私たち県民の多くは、あまり知らな

いのが現状ではないでしょうか。

　弾道ミサイル攻撃等万が一の事態は、決してあ

ってはなりません。しかしながら、災害時と同様

に、その万が一の事態においても、状況に応じて

どのような方法を取ることが必要なのか、被害を

少なくし、自身の身を守るための最善の行動が何

かを県民の皆様に理解してもらうことは、県とし

て必要なことであると考えております。

　このような状況を踏まえ、住民の皆様の自らの

命を守る避難行動につながるよう、今後も、Ｊア

ラートの周知や住民避難訓練、ホームページを通

じた啓発など、国民保護の取組に関係機関と連携

して取り組んでまいる所存でございます。

　以上です。

　　〔知事公室長内田清之君登壇〕

○知事公室長(内田清之君)　我が国に対する外部

からの武力攻撃に対し、我が国の平和と独立を守

り、国及び国民の安全を保つために必要な法制度

を整備するため、平成15年に、有事法制の基本法

とも言える事態対処法が制定されました。

　さらに、平成16年には、住民の避難や救援、武

力攻撃災害への対処等の措置を定めた国民保護法

が制定され、事態対処法と相まって、国民保護に

関して国全体として万全の体制を整備し、国民の

保護のための措置を的確かつ迅速に実施するため

の法制度が整備されました。

　議員御質問の日米共同訓練は、この事態対処法

における武力攻撃事態等への対処においては、日

米安保条約に基づいてアメリカ合衆国と緊密に協

力する旨の規定等を踏まえまして実施されている

ものと認識しております。

　日米共同訓練は、武力攻撃事態等に対する抑止

力、対処力の強化の一環として行われているもの

であり、万が一そのような事態が発生した際に、

県及び市町村が実施する国民保護のための措置と

併せて、国及び国民の安全の確保につながるもの

と考えております。

　このような取組の実施に当たっては、国民の理

解と協力が不可欠であり、県としても、日米共同

訓練が行われる際には、九州防衛局に対し、事前

に情報を提供すること、訓練期間中も逐次情報提

供することの申入れを行っております。

　さらには、県民の皆様の安全を第一に、事故防

止及び安全確保の徹底や騒音、振動への対策のほ

か、市街地の上空及び低空飛行を避けることや米

軍関係者の規律遵守など、住民の皆さんの不安払

拭のための対応を強く要請しております。

　なお、九州防衛局から提供があった情報は、随

時県のホームページで公開し、広く県民の皆様に

お知らせしているところです。

　県としては、今後も、九州防衛局に対して幅広

い情報提供を求めるとともに、提供がありました

情報につきましては、できる限り速やかに公開
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し、県民の皆様の不安を和らげるよう取り組んで

まいります。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　2004年に成立した国民保護法の３つの柱は、避

難、救援、被害の最小化、あってはならない事態

から国民を保護するということです。避難をさせ

るならば、それなりの地下や建物を整備すること

が先なのではないかと思っています。これは、本

当に皆さんそう思っていらっしゃると思います。

　自然災害とは違います。その上に他県からの避

難者受入れなど、考えただけでも矛盾がありま

す。どうか、あってはならないことが起こらない

ように、平和への道、子供たちが未来に希望が持

てるような発信、そういう発信をお願いしたいと

思います。

　オスプレイの事故があって、アメリカは、11月

の事故後、飛行停止措置を取っています。今年の

３月から限定的に飛行を再開しましたけれども、

飛行場から30分の空域に限定をして飛行している

というふうな報道があって、今年６月、安全性を

高めるため調査を行い、その調査は、半年から９

か月かかるというふうにしています。でも、レゾ

リュート・ドラゴンでは、負傷者の搬送訓練で30

分以上飛んでいます。

　私の場合、家族や親類、それから友人、御近

所、教え子、保護者にたくさん自衛隊の方がいら

っしゃいます。退官された後、地域の自治会など

では、リーダーとして活躍をされておられる方も

たくさんおられます。

　自衛隊員の数、日本で３番目に多いのが熊本県

です。だから、熊本地震のときにもすぐ駆けつけ

ていただきましたよね。本当にあのときに自衛隊

の方々の姿を見たら、もう本当、涙して、わあ、

来てくださってよかったと言って安心した被災者

の方々、たくさん見ました。

　県民の安全を第一にの中には、当たり前に自衛

隊員も含まれます。大矢野原演習場での日米合同

演習などは、近隣住民には説明がありますが、あ

とはホームページに載っているというだけでは、

もう本当に皆さんに知られてないんですよね。こ

のような情報こそ、メディアを使って、しっかり

と報道というか、知らせていただきたいと思って

います。

　戦後79年です。この戦後がずっと続くように、

私たち頑張らなきゃいけないなというふうに思い

ます。

　それでは、御清聴ありがとうございました。

(拍手)

○議長(山口裕君)　昼食のため、午後１時15分ま

で休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時14分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　前田憲秀君。

　　〔前田憲秀君登壇〕(拍手)

○前田憲秀君　皆さん、こんにちは。熊本市第二

選挙区・公明党の前田憲秀でございます。

　今回で18回目の質問になります。なかなかやっ

ぱり的を絞り切れず、今日も盛りだくさんの内容

となってしまいました。ただ、木村知事へは初め

ての議論の場となりますので、知事はじめ執行部

の皆さん方には、明快で思い切った答弁をぜひ期

待をして、早速質問に入りたいと思います。

　初めに、水の安全確保に向けてというテーマで

質問をさせていただきます。

　水の問題に関しては、これまでも多くの議員が

議論を重ねてきました。今でも、私は、多くの方
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から不安の声を聞く機会がございます。改めて、

今回質問をさせていただきます。

　武蔵野大学客員教授で水ジャーナリストの橋本

淳司氏によれば、近年、世界的に水資源の確保が

厳しさを増してきており、ＵＮＨＣＲ、国連難民

高等弁務官事務所の調査では、気候変動と自然災

害によって水や食料を確保できず、住む場所を追

われる気候難民が年間2,000万人以上に上り、今

後さらに増えると予想されています。

　日本の年間降水量は世界平均の1.5倍ですが、

急峻な地形のため、雨水はすぐに川から海へ流れ

てしまい、また、人口密度が高いため、一人一人

に与えられる水の賦存量、利用可能量は、世界平

均の半分にも満たないといいます。つまり、日本

の水資源は、思っているほど多くはないのです。

　今年２月、世界最大手の半導体企業ＴＳＭＣの

熊本工場が開所し、さらに第２工場の建設も進ん

でいます。このＴＳＭＣ進出と関連企業の集積に

伴う大量の水使用により、熊本の水資源が枯渇し

たり、水が汚染されるといった状況が起きれば、

本当に取り返しがつかないことになり、多くの県

民が不安に感じているところであるかと思いま

す。

　一方で、熊本では、ソニー、富士フイルム、コ

カ・コーラ、サントリーなどの地域の水を使う企

業が地下水涵養事業に取り組んでおり、農家と協

力し、稲刈り後の田んぼの水張りを支援していま

す。

　また、くまもと地下水財団による涵養事業や地

下水のモニタリング事業も行われており、こうし

た市町村の枠を超えた地下水保全の取組は、世界

でも高く評価され、2013年国連“生命の水”最優

秀賞を受賞しています。

　昨今、大量の冷却水を必要とする大手ＩＴ企業

は、自分たちがくみ上げた水よりも多くの水を自

然界に返すという意味のウオーターポジティブと

いう言葉を使って水対策に力を入れてきています

が、この橋本教授は、ウオーターポジティブの先

例と成功例は熊本にあると紹介していただいてい

ます。

　最近では、熊本で、有機フッ素化合物の一種、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡが国の目標値を超えて検出さ

れたとの報道もあります。ウオーターポジティブ

に世界中のＩＴ企業が取り組んでいるように、水

質においても、県民に安心感を与えるような取組

が極めて重要であります。

　本県においても、水量の安全確保に向けた取組

と同様に、模範となるような水質の安全確保に向

けた取組を行っていただきたいと考えます。

　以上、熊本の水の安全確保に向けた知事の見解

についてお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　前田議員から、熊本の水の安

全確保に向けて御質問いただきました。

　県民の関心事でもあるテーマであるため、少々

長くなりますが、丁寧に御回答申し上げたいと思

います。

　まず、水量の安全確保に向けた取組についてお

答えいたします。

　熊本の地下水は、水が浸透しやすい地質と加藤

清正公の時代に開発された白川中流域の水田によ

り、長い歴史をかけて育まれてまいりました。

　一方で、都市化の進展による人口の増加や農

地、森林などの減少の影響もあり、20年ほど前ま

では、一部地域において、地下水位は低下傾向に

ございました。

　その後、ソニーやサントリーといった本県に進

出した企業、また、くまもと地下水財団や地元農

家、土地改良区の方々による水田湛水などの地道

な取組もあり、地下水位は徐々に回復傾向にござ
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います。

　そのような中、半導体関連企業の集積に伴う大

規模取水や開発による涵養域の減少が懸念され、

従来の取組をより発展させ、持続可能なものにし

ていく必要があるところでございます。

　そこで、昨年10月、地下水保全条例に基づく地

下水涵養指針を改正し、取水事業者における涵養

目標を、取水量に対して原則10割に強化いたしま

した。

　また、地元の農業者の皆様の御協力もあって、

水田湛水の取組は、順調に広がっております。今

年の冬からは、涵養効果の高い白川中流域におい

て、これまで行われていなかった冬期湛水事業も

本格的に実施される予定です。

　さらには、ＪＡＳＭが白川中流域で生産された

お米を社員食堂で使用するなど、地下水を利用す

る企業が米の作付面積拡大を支援する新たな取組

も始まりました。

　加えて、雨水浸透施設の設置推進や浸透性調整

池を活用した人工涵養の可能性調査など、営農の

みに頼らない地下水涵養についての取組も行って

まいります。

　これらの積み重ねの結果、令和４年度から令和

９年度の５年間にかけて、地下水の涵養量の増加

量は、1,000万トンを超えるめどがついたところ

でございます。これは、ＪＡＳＭ第１工場の取水

量の３倍を超える規模になります。

　また、上流側であります阿蘇地域の地下水涵養

効果についても、しっかりと評価していく必要が

ございます。先月開催された熊本市との調整会議

において、阿蘇地域の涵養に熊本市と取り組んで

いくことを大西市長と確認しております。

　次に、水質の安全確保に向けた取組についてお

答え申し上げます。

　半導体関連企業の集積が進む中で、工場からの

排水への不安が寄せられていることについては、

私もよく承知しております。

　半導体関連企業集積周辺地域における工場の排

水対策については、法令等に基づく規制物質をま

ず対象に、下水道へ流入する段階では関係市町

が、下水処理場から坪井川に排出される段階では

熊本市が、それぞれにおいて基準に適合している

かをしっかり確認いたします。

　県では、関係市町と連携して監視を徹底し、そ

の結果を公表するとともに、適切に対応してまい

ります。

　昨年８月からは、工場周辺の河川や地下水につ

いて、法令等で規制されていない物質を対象に、

環境モニタリングを実施しております。18種類の

金属類や１万種を超える化学物質について、新た

な工場の稼働前後を比較して変化がないか、客観

的かつ科学的に確認しております。行政によるこ

のような調査は、全国でも例のない取組でござい

ます。

　法令等で規制のない物質については、基準値な

どがないことから、その調査結果は、専門家で構

成する環境モニタリング委員会の意見を添えて公

表するとともに、適切な対応につなげてまいりま

す。

　これらの取組については、パンフレットや動画

を作成し、県民に情報を発信しております。

　加えて、最近話題の有機フッ素化合物、ＰＦＯ

Ｓ及びＰＦＯＡについては、全国や熊本市内の井

戸における目標値超過事例に関する報道などによ

り、県民の関心が高くなっております。

　県では、河川や地下水の調査地点を、昨年度の

17地点から今年度は73地点へと大幅に増やしてお

りまして、検査結果が判明次第、速やかに公表す

ることとしております。

　さらに、水道におけるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡにつ
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いては、国が現在全国調査を行っております。

　このような中、県内の東海大学の阿蘇くまもと

臨空キャンパス専用水道に使う水源井戸の水が目

標値を超過したとの報告がございました。

　県では、報告を受けた翌日に本事案を公表する

とともに、関係する周辺の町と連携して、当該井

戸から半径500メートルの範囲内の井戸利用者に

は、飲用を控えるよう注意喚起を行いました。

　また、国の対応手引に沿って、地下水における

目標値の超過範囲を把握するためにも、追加の調

査に迅速に着手しており、結果は、判明次第速や

かに公表する予定でございます。

　今回、東海大学から県へ迅速に報告がなされた

ことが、その後の速やかな追加調査の着手につな

がっておりまして、東海大学には適切に対応して

いただいたと感謝しております。

　今後も、目標値の超過が確認された場合には、

周辺住民が過剰に不安を抱かれることがないよ

う、適切な追加調査と正確な情報発信に努めてま

いります。

　県では、これらの取組を通じて、企業の地下水

利用による県民生活への影響の最小化、そして、

地下水の水質保全をしっかりと図ってまいりま

す。私が旗振り役となり、熊本ブランドであり、

かつ世界に誇る財産である地下水を守る取組に全

力を尽くしてまいります。

　以上でございます。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　木村知事から、改めて水の安全性

に向けて答弁をいただきました。

　水の安全性というのは、熊本だからこそ注目度

も高いのではないかと思います。半導体は、皆さ

ん御存じのとおり、回路の幅が細かいほど性能が

高いと言われております。2000年代初めに、ナ

ノ、いわゆる１ナノが１メートルの10億分の１、

１ミリの100万分の１世代に突入したと言われ、

このＴＳＭＣは、このナノの10分の１に当たる

――オングストロームと言うらしいですけれど

も、この世代の研究に今はもう取り組んでいると

いうふうに聞いております。

　今後、大きな経済効果が期待される反面、地下

水への影響を懸念する声は常に出てくるのではな

いかと思っております。特に、地下水保全と安全

性の問題は、今後も常に情報発信に努めていかね

ばならないと実感しております。引き続きよろし

くお願いをいたします。

　続きまして、渋滞対策について質問をさせてい

ただきます。

　熊本都市圏の交通渋滞は、悪名が高く、国土交

通省が公表している熊本県内の主要渋滞箇所は

283か所に上り、九州７県で最多であり、人口が

熊本県の３倍ある福岡県の173か所を大きく上回

っています。また、県全体の渋滞箇所の６割が熊

本市内に集中しており、三大都市圏以外の全国の

政令市の中で、熊本市の車の移動環境が最悪であ

ると言われているゆえんであります。

　木村知事は、就任後、大西熊本市長とのトップ

会談や県・市調整会議等の場で、渋滞解消に向け

た意見交換を行っておられます。

　６月に行われた第１回熊本県渋滞解消推進本部

会議では、熊本の実態を確認した上で、県民挙げ

て公共交通利用促進を図る施策を強力に推し進め

るとの議事内容であったと思います。

　しかしながら、その後の８月19日の県・市調整

会議の場で申し合わされたことは、県、市合同で

時差出勤、テレワークに職員が取り組むでありま

した。正直言って、今さら感を感じてしまったの

は私だけではないと思います。いわゆるフレック

スタイム制であり、昭和に誕生した労働時間配分

の仕組みであります。
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　同日の地元紙では、先行して実施した熊本市職

員の時差出勤が快適だったとの見出しでしたが、

今日までなぜできなかったのか、また、県でも、

今現在希望者に時差出勤制度を設けていますが、

それとどこが違うのか、そして、実施する以上、

数値的な達成目標を明確にすべきと思いますが、

いかがでしょうか。

　東京大学の伊藤昌毅准教授の研究グループが、

熊本はなぜこんなに渋滞が激しいのかを明快に述

べられています。それは、道路に対して車が多い

からだと。都市圏の骨格道路が完成しておらず、

ネットワーク機能を十分に発揮していない。この

ことは、2016年にまとめられた熊本都市圏都市交

通マスタープランで言及されています。

　つまり、問題は浮き彫りになったが、８年間対

策がなかなかできていなかったとしか言いようが

ありません。短期的、中長期的な方向性をしっか

りと打ち出し、県民にわくわく感を与えてほしい

と思います。

　例えば、電車通りなどの幹線道路で、右折レー

ンがないような交差点をいっそのこと右折禁止に

して、３車線のうち真ん中のレーンしか走れない

といったイメージを払拭するとか、短期的に効果

のある取組を考えられないでしょうか。

　伊藤准教授は、交通渋滞脱出の鍵は、公共交通

へのシフトと言われています。鉄道を見ても、熊

本駅の１日の乗車人員は、23年度で１万6,292人

と九州で５番目です。これは、３位の鹿児島中

央、４位の大分よりも少ないのですが、上熊本、

新水前寺、水前寺、肥後大津、新八代、玉名な

ど、熊本は沿線の駅の利用者が多いのが特徴で

す。鹿児島や大分のように、１か所に集中した利

用ではありません。

　そこで、各主要駅とバスとの結節を重視して、

公共交通へのシフトを思い切って検討することも

考えられます。

　大事なことは、来年までにどこまでやってみ

る、次は何をやるといったように、期限を決めて

目標を明確に示すことではないかと思います。道

路の整備に関しても、わくわく感が欲しいところ

ですが、いかがでしょうか。

　木村知事の肝煎りでできた渋滞解消推進本部の

旗振り役、道路のエキスパート、亀崎副知事にお

尋ねをいたします。

　　〔副知事亀崎直隆君登壇〕

○副知事(亀崎直隆君)　熊本都市圏の渋滞問題

は、県政の重要課題の一つで、喫緊の課題と認識

しております。

　県は、これまでも、渋滞緩和に効果的な交通ネ

ットワークの構築に向けて、道路や公共交通にお

けるハード、ソフトの様々な施策を実施してきま

した。

　木村知事就任後に設置されました渋滞解消推進

本部では、これらの取組をさらに加速し、庁内関

係部局が一丸となって進めることとしておりま

す。

　また、渋滞解消に向けては、都市圏の市町村と

連携して取り組むことが重要であることから、ま

ずは、熊本市とトップ会談や熊本県・熊本市調整

会議において、都市圏の渋滞の特徴や取組の方向

性について認識を共有いたしました。

　今後は、道路と公共交通の各施策のさらなる連

携を図り、対策の着実な実施に加え、新たな対策

も組み入れ、できるものは前倒しをしながら、こ

れまで以上のスピード感を持って取り組んでまい

ります。

　具体的な取組については、ソフト面で直ちにで

きる対策として、朝夕のピーク交通をカットする

ための時差出勤、テレワークに、県と熊本市合同

で着手しました。９月２日から、県、市合わせて
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１日4,000人を目標に取り組んでいます。

　これまで、県では、時差出勤の制度自体はあり

ましたが、渋滞緩和を目的として明確な参加人員

の目標を掲げ、熊本市と合同で取り組んだのは、

今回が初めての試みです。

　今後は、警察本部の協力を得ながら、この結果

を渋滞緩和の観点から検証し、具体的な効果を県

民の皆様にお示ししたいと考えております。

　加えて、この秋から、時差出勤や公共交通の利

用が渋滞解消につながることを広く周知するプロ

モーション事業を展開します。あわせて、事業者

によるバス、市電等で、オフピークである午前９

時以降に降車した場合の料金を割引するキャンペ

ーンも行われます。

　また、ＪＲ豊肥本線の利用者は年々増加してお

り、これまで、熊本駅や新水前寺駅では、県と熊

本市が連携して、駅前広場や関連道路整備を組み

合わせた交通結節機能の強化を図ってまいりまし

た。熊本都市圏の基幹的な公共交通軸として、渋

滞解消にも大きな役割を果たすよう、ＪＲ九州に

強く働きかけるなど、さらなる輸送力強化に取り

組んでまいります。

　路線バスについては、速達性向上のため、道路

整備と合わせたバスレーンの設置や公共車両優先

システムの導入についても、交通管理者と協議を

行ってまいります。

　次に、道路につきましては、信号制御と連携し

た交差点改良やバスベイの設置、停留所の改良、

パーク・アンド・ライドの推進など、即効性の高

い対策に、集中的かつ重点的に取り組んでまいり

ます。

　都市圏では、これまで、都市の骨格となる中九

州横断道路や熊本西環状道路、国道３号植木バイ

パスの整備が目に見える形で進められており、国

道387号の４車線化などについても、早期着工に

向け検討を進めております。中長期的には、これ

らの骨格幹線道路の効果を最大限に生かすための

幹線道路の整備につきましても、着実に取り組ん

でまいります。

　さらに、渋滞を緩和する熊本都市圏３連絡道路

につきましては、国の最大限の協力の下、熊本市

と連携を図りながら、スピード感を持って取り組

んでまいります。

　渋滞解消に向けては、このように、道路と公共

交通の整備を両輪に、最大限の効果を発揮させて

いくことが重要です。県としましては、年内をめ

どに渋滞対策の方向性や新たな対策をお示しし、

これまで以上に目に見える形でしっかりと取り組

んでまいります。

　今後は、都市圏の市町村や関係機関と連携しな

がら、総力戦で取組を進め、県民の皆様が渋滞解

消を実感できる対策を講じてまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　副知事に御答弁をいただきまし

た。

　聞き方があんまり上手じゃなかったのか、本当

に長文で、分かりやすい答弁ではございました

が、年内に効果を示すという御答弁がございまし

た。しっかり――先ほどの答弁のバスベイとかあ

りましたけれども、多分皆さん御存じないんじゃ

ないかと思います。バスが止まるときに、バス停

で道路から外れて止まるようなスペースをつくる

ということらしいんですけれども、じゃあ、どこ

に、どれぐらい造るのかとか、もう少しそういっ

た目標も必要じゃないかなというふうに思ってい

ます。

　木村知事の肝煎りでつくられた渋滞解消推進本

部でございますので、今後のわくわく感創出にぜ

ひ期待をしたいというふうに思っております。

　次の質問に移ります。
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　今後なくなっていくものへの対応ということ

で、３つ質問をさせていただきます。

　まず１つ目に、今後の公共交通とＩＣカードの

問題について質問いたします。

　今年の５月に、県執行部から、交通系決済サー

ビスに関する情報を得ました。それは、次のよう

な内容です。

　県内の路線バス及び熊本電鉄で利用されている

全国相互利用カードに関する機器の保守契約が来

年３月で終了する予定ですが、更新費用が高額、

12億1,000万円となっていることから、導入費用

が半額で済む他の決済サービスに変更することが

決定しました、本件に関しては、バス事業者から

公表されますとのことでした。

　この情報を得たのは、バス事業者が公表する当

日でした。つまり、全国系のＩＣカード、Ｓｕｉ

ｃａ、ＰＡＳＭＯ、ＳＵＧＯＣＡ等が、来年から

熊本の路線バス等で使えなくなるということであ

ります。

　思い返せば、10年ほど前に地域カードが導入さ

れたとき、県外からの来訪者の利便性を確保すべ

く、全国系ＩＣカードの片利用方式を提案し、平

成26年６月の県議会で、交通系ＩＣカード利用環

境整備事業の執行に当たって、高齢者や学生への

サービスについて最大限努力し、県民にとっての

利便性の高いカードとすること等の附帯決議を行

いました。当時は、全国的にも先進的な事例で、

利用者からも高評価を得ていたものと確信してい

ます。

　今回唐突に交通事業者からサービス廃止を発表

するとの情報に疑問を持ちましたが、私なりに、

厳しい経営環境、インバウンドを見据えた将来

性、識者や海外の状況を鑑みたとき、やむを得な

いという結論には至りました。

　しかしながら、バス利用者の４分の１が使うサ

ービスを廃止するにもかかわらず、利用者に対す

る説明が全くなかった点は、共感が得られないの

ではないでしょうか。更新費用が高いとの理由で

すが、不便を被るのは利用者であり、サービス継

続のための努力も足りなかったように感じます。

　今回の件で、熊本市議会では、国に対して、シ

ステム更新費用についても補助制度の対象とする

よう、引き続き要望を行うこと等の附帯決議をし

ています。

　県としても、事業者を支援する立場として、事

業者にしっかりと助言、働きかけをすべきではな

かったかと思いますが、企画振興部長に見解をお

尋ねいたします。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　今後の公共交通と

ＩＣカードの問題についてお答えします。

　公共交通は、経済社会活動の基盤として、ま

た、住民の移動手段確保や地域活性化のために必

要不可欠であり、喫緊の課題である交通渋滞の緩

和にも有効です。その利便性を確保する手段とし

て、キャッシュレスによる交通系決済サービスは

重要であると認識しています。

　現在、バス事業者等で利用されている交通系決

済サービスは、令和７年３月に保守期限を迎える

ことから、その対応について、バス事業者等を中

心に検討が進められてきました。

　人口減少等を背景にバスの利用者が減少傾向に

あり、さらにコロナ禍で打撃を受けるなど、経営

状況が非常に厳しい事業者にとっては、全国相互

利用カードに係る機器の更新費用が12億円と高額

であることが大きな課題でした。

　そのため、県においては、令和４年度から、熊

本市とともにバス事業者等との協議に参画し、現

在の障害者や高齢者の割引、通勤通学定期といっ

たきめ細やかな対応を維持することや、利用者の
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利便性の確保、経済合理性、将来性の観点を特に

重視するなど、バス事業者等と様々な検討を重ね

てまいりました。

　その結果、くまモンのＩＣカードを維持しつ

つ、更新費用が半額程度に抑えられ、今後キャッ

シュレス決済の主流となるクレジット決済等を導

入することを事業者が決定したところです。

　一方で、議員御指摘のとおり、24％の方が全国

相互利用カードを利用されており、これらの方々

には、決済手段を変更していただく必要がありま

す。

　今後、混乱を招かないよう、熊本市やバス事業

者等と連携を図り、新たな決済手段への円滑な移

行と丁寧な周知を図ってまいります。

　具体的には、県や熊本市、バス事業者等でワー

キンググループを設置し、利用者の年代ごとにタ

ーゲットを絞ったプロモーションの準備を行って

います。

　さらに、県の６月補正予算を活用した事業とし

て、渋滞の緩和や公共交通の利用促進を目的に、

10月から、くまモンのＩＣカードを活用して、バ

ス、市電等でオフピークである午前９時以降に降

車した場合の料金を割引するキャンペーンを実施

します。時差出勤の取組などと組み合わせなが

ら、多くの県民の皆様にメリットを感じていただ

きたいと考えております。

　今後とも、市町村や交通事業者等と連携し、公

共交通の充実にしっかりと取り組んでまいりま

す。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　御答弁ありがとうございました。

　私が今回言いたかったのは、質問でも述べまし

たが、利用者への説明がなかったということで

す。利便性の確保、経済合理性、将来性など、様

々検討を重ねてきたとの御答弁だったんですけれ

ども、利用者には何も検討内容は伝えられていま

せん。検討時点で県民挙げて考える時間があれ

ば、支援の在り方、要望等、可能性を探ることも

あったのではないかという指摘であります。

　先ほど亀崎部長からもありました。一昨日だっ

たでしょうか、発表された公共交通利用時の運賃

補助、渋滞をなくそう半額キャンペーンだったと

思いますけれども、これはたしか２月までだった

と思いますけれども、まあキャンペーンですから

そうなんでしょうけれども、もっと交通事業者と

役割をしっかり話し合って、恒久的なものにして

いただきたいということも要望させていただきた

いと思っております。

　続いて、今後なくなっていくものへの対応につ

いての２番目、水素ステーションの撤去後の水素

の利活用について御質問いたします。

　平成27年の地元紙には、熊本県は、2016年に究

極のエコカーとされる燃料電池車を導入し、普及

啓発事業に活用する、さらに、水素ステーション

を設置し、将来の水素社会到来を見据え、需要の

創出を図ると書かれていました。そして、設置か

ら８年後の今年６月、｢県庁、水素ステーション

撤去」の記事が同じ地元紙に掲載されました。水

素社会到来を見据え、需要の創出を図るという当

時の方針から大きく後退する事態になりそうで、

残念でなりません。

　水素エネルギー技術の開発や推進に関しては、

国が前面に立って支援しており、ＧＸ、グリーン

トランスフォーメーション、経済移行債を国債と

して発行し、20兆円の先行投資に充てようという

方針が打ち出されています。

　燃やしてもＣＯ2を排出しない次世代燃料とし

て注目される水素ですが、例えば、太陽光発電の

電力を使い、水を電気分解して水素を製造する水

電解装置の実験も行われています。
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　再生可能エネルギーで製造した水素は、グリー

ン水素と呼ばれ、製造時にもＣＯ2を排出しませ

ん。また、天候や時刻の変化で太陽光由来の電力

が使えなくなると、自動で水素が燃料電池に補塡

され、発電を始める水素製造ユニットの発電実験

も行われています。

　さらに、北海道では、水素の製造から供給まで

担う新会社が10月に設立される予定であり、政府

からＧＸ金融・資産運用特区にも選定され、ＧＸ

の取組が加速しています。

　再エネアイランドと言われる九州では、夏季に

余剰電力が発生し、出力抑制が行われています。

発電した電力を捨てているわけですが、余った電

力を水素に転換し、有効活用するような取組等が

できないものでしょうか。

　県も、再生可能エネルギーの発電量の割合を50

％に設定し、併せて余剰電力を無駄にしない仕組

みを検討するとしています。２歩下がって３歩進

める発信を、８年前に唱えた水素社会の到来を見

据えた需要の創出に、もう一度先進的に取り組む

意欲はないでしょうか。

　以上、商工労働部長にお尋ねをいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　スマート水素ステ

ーションは、水素自動車が市販されていない平成

28年に、県内への水素自動車の啓発とＣＯ2削減

効果の検証を目的に、国の実証事業で導入いたし

ました。

　その後、令和３年８月、民間の商用水素ステー

ションが熊本市の南区に設置され、県内でも水素

自動車の販売が開始されましたが、本年７月末時

点で、県内で47台、全国で8,320台の登録にとど

まっております。

　このように、全国的に取組が進んでいないのが

現状ですが、ゼロカーボン社会には、水素社会の

実現が不可欠です。

　また、水素社会に向けた取組には、行政だけで

なく、企業等と技術面や実行面での連携が欠かせ

ません。

　本県の関係では、再エネを活用した水素やメタ

ンガスの製造について、実証プラントを整備し、

検討されている企業があります。また、製品製造

時に発生するＣＯ2の排出削減のため、水素の活

用を検討されている企業もございます。

　県では、このような県内企業を中心に、水素の

利活用に向けた意見交換会を開催する予定として

おります。会議では、水素に係る企業のニーズや

これまでの検討結果、見いだされた課題を共有す

るとともに、企業の技術やノウハウを基に、水素

エネルギーの現実的な利活用に向けた検討を行っ

てまいります。

　また、水素社会の実現には、国を挙げた体制構

築が不可欠です。国に対しては、水素自動車の普

及につながる水素ステーションの拡大や再エネ由

来の余剰エネルギーを水素で貯蔵するための基盤

整備など、水素の社会実装に向けた支援を要望し

ております。

　このように、官民が連携して、地域の実情に応

じた実現可能性の高い水素エネルギー利活用促進

策を検討するとともに、国に対し必要な施策を提

案し、水素社会の実現に向け、着実に取組を進め

てまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　商工労働部長に御答弁をいただき

ました。

　水素社会に向けて、着実に取組を進めてまいる

という発言もございました。期待をして、これか

らもしっかり水素については議論をしていきたい

と思っております。

　次に、今後なくなっていくものへの対応につい
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ての３番目、ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接

種についての対応について質問いたします。

　先月８月に、肥後医育塾主催の「がんの原因と

なるウイルス～予防のためにできること～」と題

した公開セミナーが医師会館で開催されました。

ウイルスは、感染症をもたらすウイルスとがんを

もたらすウイルスに分けられ、今回は、後者のが

んをもたらすウイルスに焦点を当てたものでござ

いました。

　がんの原因となるウイルスとして、ヒトＴ細胞

白血病ウイルス１型、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス、

ヒトパピローマウイルスが紹介され、特に、年間

約３万人ががんと診断され、約3,000人が亡くな

っている子宮頸がんの原因となるヒトパピローマ

ウイルスの感染について取り上げられていまし

た。

　講演では、近年、子宮頸がんの患者数、死亡者

数ともに増加傾向で、特に50歳未満の若い世代で

増加しているとのことでした。

　この子宮頸がんを予防するＨＰＶワクチンは、

2013年４月に国の定期接種となるも、直後から全

身のしびれなどの訴えが相次ぎ、同年６月に積極

的勧奨が中止をされました。しかし、それから９

年後の2022年４月に、安全性と有効性が確認され

たとして、勧奨が再開されております。

　そして、現在、この９年間に接種対象年齢だっ

た1997年度から2007年度生まれの女性に対して、

公費によるキャッチアップ接種が行われていま

す。

　しかしながら、厚労省によると、2022年度のキ

ャッチアップ接種対象者のうち、実際に初回接種

した人は、全国で6.1％と低迷しているとのこと

でした。

　昨年、熊本大学が、女子学生を対象に、ＨＰＶ

ワクチンの公平な接種機会を確保し、がんを正し

く認識する取組を行いました。10月、11月、今年

３月と各月２日間、各日60人まで集団接種を実施

しています。

　県も、これまで、県下の市町村と連携をし、周

知に力を入れていますが、厚労省が今年２月から

３月に行ったアンケートでは、ＨＰＶワクチンを

知らないと答えた接種対象者が36.1％、キャッチ

アップ接種を知らないと答えた対象者が48.5％

と、厳しい数値でありました。

　キャッチアップ接種は、今年度で終了します。

ＨＰＶワクチンは、半年間に３回接種が必要と言

われており、今月９月に接種を開始しないと、公

費接種ができなくなります。接種自体は本人、家

族の判断ですが、上記のようにキャッチアップ接

種を知らなかったという人を一人でも減らすべき

だと考えます。期限も迫り、できることは限られ

ますが、ホームページで専門家やドクターのコメ

ントを載せるなど、周知の工夫や検討ができない

でしょうか。県下の状況と併せて、健康福祉部長

にお尋ねをいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　ＨＰＶワクチンの

キャッチアップ接種は、積極的な接種の勧奨が控

えられていた期間、定期接種の対象となっていた

方々に、公平な接種機会を確保するため、改めて

公費で接種する機会を提供するものです。

　ＨＰＶワクチンは、間隔を空けた上で、半年に

わたり合計３回接種しなければなりません。キャ

ッチアップ接種の期間は、令和４年度から今年度

までとなっており、一度も接種をしたことのない

方が今年度内に３回の接種を終えるためには、今

月末までに１回目を接種する必要があります。

　そこで、キャッチアップ接種の存在を知ってい

れば受けたかったのにとか、受けるつもりでいた

が忘れていたという方が後々出ないようにしなけ
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ればなりません。

　これまで、県では、接種するかどうかの判断に

必要な情報が対象者に確実に届くよう、県政ラジ

オ、テレビＣＭ、県ホームページ等の広報媒体

を活用した周知に取り組んできました。これに

より、県内の接種者数は、令和４年度は延べ約

9,800人、令和５年度は暫定値で延べ１万1,000人

と増加してきました。

　最終年度となる今年度は、県の公式ＳＮＳを活

用した広報や県と連携協定を締結した生命保険会

社と共同で作成したチラシの配布などの取組も始

めました。

　また、接種の実施主体である市町村において

も、対象者への個別の通知を行うとともに、広報

誌やＳＮＳによる情報発信の強化に取り組んでい

ます。

　さらに、対象者が御自身の体のこととして接種

により関心を持っていただくため、議員から御提

案いただきました有識者のアドバイスについて

も、熊本県医師会の御協力の下、県のホームペー

ジに早急に掲載するなど、キャッチアップ接種の

周知にしっかりと取り組んでまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　御答弁いただきました。

　ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種について

は、今回が最後の質問になると思います。熊大の

先生方も、なぜここまで周知が進まないのだろう

かと懸念を持たれていました。

　昨日の報道で、早稲田大学の研究チームが、尿

検査でＨＰＶのたんぱく質の検出に成功したとい

うニュースがありました。初期の段階で、高い確

率で予防が可能にという報道もございました。と

にかく、周知、有識者のアドバイスも早急に掲載

しという答弁でした。ぜひともよろしくお願いを

したいというふうに思っております。

　次の質問に移ります。

　アリーナの建設に向けてというテーマで質問を

させていただきます。

　今年８月28日に、公民連携によるスポーツ施設

整備に関する検討会議が開催されました。これま

での県議会における県有スポーツ施設の在り方等

についての議論を受けて開催されたものと推察い

たします。

　会議の内容は、検討対象の施設、各施設の現状

と課題、調査委託の実施、今後のスケジュール等

でしたが、今回の質問では、これまでも議論して

きましたアリーナの建設について問いたいと思っ

ております。

　先日の報道で「夢のアリーナ、全国に続々」と

の見出しが出ていました。プロバスケットボール

Ｂリーグは、2026年に新トップカテゴリーのＢリ

ーグ・プレミアをスタートさせます。

　この新Ｂ１に参加するための条件として、収容

人数5,000人以上でＶＩＰ席などを備えたアリー

ナの確保が必要となり、このＢリーグ改革が空前

のアリーナ建設のラッシュの呼び水になっていま

す。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　これは、Ｂリーグの各クラブのアリーナ建設の

状況やオーナー企業、アリーナ席数を一覧にまと

めたものであります。一部紹介します。

　ナンバー１番、沖縄アリーナ、皆さん御存じの

とおり、１万席を有しております。建設費は160

億円かかっておりますが、150億円は基地関係交

付金という特殊な事情でできております。ただ、

ここは、2021年４月にオープンをして、２年９か

月後の昨年末に、既に来場者100万人を突破して

おり、バスケのゴールデンキングスのホームゲー

ムで57万人、コンサートで22万人、その他のイベ

ントで21万人と聞いております。
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　もう１つ紹介いたします。

　21番を御覧ください。

　長崎です。6,000席を有するアリーナが計画さ

れております。皆さん御承知のとおり、来月10月

に長崎スタジアムシティがオープンいたします。

6,000席のアリーナ、２万席のサッカースタジア

ム、日本初のサッカースタジアムビューホテルが

民間主導で完成予定です。

　これも御存じかと思いますが、オープンのこけ

ら落としには福山雅治氏が登場して、盛大にオー

プンすると聞いております。

　昨年５月に開業したＳＡＧＡアリーナは、11番

ですが、最先端の設備を誇っており、8,400席、

ここを本拠地とする佐賀バルーナーズは、１試合

平均観客動員数は、Ｂ２時代の1,339人から、Ｂ

１に昇格した23年から24年で5,061人と急増して

います。

　アリーナを整備した佐賀県によれば、開業から

１年間の来場者数は、コンサートなどのイベント

を含めて約50万人に上るとのことです。

　24番のシーホース三河、愛知県安城市では、全

国でもあまり例がない負担つき寄附による新アリ

ーナ建設計画が進んでいます。

　隣接する刈谷市に本社を置くアイシンが募金団

体を設立し、企業、個人から資金を募って建設。

完成後は安城市に寄附する一方で、指定管理者と

して独立採算で運営するというものです。地域の

にぎわい創出のための施設として貢献したいとい

う不退転の決意であり、市側もリスクはほぼゼロ

で、経済波及効果は約16億円と見ています。

　このように、地域活性化の核となるアリーナ建

設の流れが全国に波及しており、熊本ヴォルター

ズが現に県民に勇気と希望を与えている現状を見

ても、この流れに遅れるわけにはいかないのでは

ないでしょうか。

　ある地域では、都市構造再編集中支援事業な

ど、国の交付金を活用するとの声を聞きます。地

域活性化、地方創生、交流人口拡大へ向け、スポ

ーツ施設の在り方検討から一歩進んだ考え方はで

きないのでしょうか。知事就任時に、アリーナの

在り方について、強い決意を感じた木村知事にお

尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　アリーナについて、スポーツ庁では、平成28年

に策定したスタジアム・アリーナ改革指針におい

て、スポーツ施設としての利用を前提に、多くの

集客による経済波及効果等を生み出すとともに、

スポーツ産業の持つ成長性を取り込みつつ、地域

経済の持続的成長を実現していく施設と位置づけ

ております。

　現在、全国各地で官民連携によるアリーナやス

タジアムの整備が進んでいると、先ほど議員御指

摘のとおり、私も承知しております。

　そのような中、県では、県立総合体育館など、

老朽化などの課題を抱える県営スポーツ施設につ

いて、経済界、スポーツ関係団体の代表者などで

構成する検討会議を設けて、民間活力の導入等も

含めた公民連携による整備の方向性の検討を進め

ております。

　本年８月28日に開催した第１回検討会議では、

委員から、交通アクセスへの配慮や誘客など、複

合的な機能を持たせることの有用性に関する意見

もありました。

　今後の検討会議においても、アリーナを含めた

各スポーツ施設について、スポーツをする側と見

る側の視点に加え、地域のまちづくりや地方創生

につながる観点も含めて、整備の方向性決定に向

けた議論を尽くしていくこととしております。

　今後、意欲のある自治体やスポーツ関係者への
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ヒアリングを交えながら、民間の関与も視野に、

整備手法の整理をはじめ、建設及び運営コストの

比較、アクセス、適地の整理などを進めてまいり

ます。

　この件は、もう長く県議会でも多くの先生方か

ら御質問をいただいており、前蒲島県政で解決で

きなかった県政の重要課題と認識しております

が、それだけに、それだけに多くの県民の関心事

でもあり、県民的議論が不可欠であることは、議

員も御異論ないかと思います。知事の一存で決め

るべきものではないし、決められるものでもござ

いません。

　まずは、いかにして実現するかという前提で、

引き続き、様々な関係者を巻き込んで、丁寧に議

論を深めながら、公民連携によるアリーナを含め

たスポーツ施設の整備の検討をしっかりと進めて

まいります。

　以上でございます。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　知事から御答弁をいただきまし

た。アリーナの建設に向けては、県政の最重要課

題との認識、県民的議論が不可欠との答弁であり

ました。

　ヴォルターズに関しては、2022年から23年の決

算ですが、平均観客動員数は1,710名で、Ｂ２、

３位、満員御礼が３回、有料観客動員数に至って

は、Ｂ２、１位、Ｂリーグで全体でも３位とのこ

と。入場料収入でも、九州平均の8,540万円余を

大きく上回り、9,370万円余と聞いております。

観客動員に向けては大貢献であります。このこと

は、県民の機運醸成に十分なり得るものと思いま

す。

　過日、ＳＰＣ、特別目的法人方式での県立体育

館のアリーナへの建て替え案が報道されました。

後は、知事の思いを一歩前へ届けるだけではない

かと思っております。引き続きよろしくお願いを

いたします。

　続きまして、介護人材、ケアマネの業務改善に

ついて質問いたします。

　要介護者、要支援者や家族の相談に応じ、介護

保険サービスの適切な利用を支援する介護支援専

門員、いわゆるケアマネジャーは、介護保険制度

を支える要の存在であります。このケアマネが、

日常業務や資格更新時の重い負担などを背景に、

人手不足が深刻化していると聞きます。

　ケアマネは、介護保険サービスの利用に欠かせ

ない計画書、ケアプランの作成や利用者と介護サ

ービス事業者との間でサービス調整などを行って

いますが、近年、こうした業務に加え、業務範囲

外の対応に追われることが増えているとも聞きま

す。

　ケアマネの資格は、保健、医療、福祉に関する

法定資格に基づく業務を通年５年、そして、受講

試験を受験して、合格後の研修を修了した後に資

格証の交付を受けます。

　この受験者数は、平成29年度までは10万人を超

えていましたが、平成30年度の受験要件の見直し

後に減少し、現在は５万人弱になっています。ち

なみに、合格率は20％台で推移しています。

　ケアマネの従事者数も、平成30年度の18万

9,000人余りをピークに、令和４年度は18万3,000

人余りと減少傾向にあり、さらに、業務多忙や体

力面、賃金等を理由に離職する人も増えていま

す。介護を要する高齢者が増加していく中で、今

後深刻な人材不足となる可能性が高く、人材確

保、待遇改善は喫緊の課題であると考えます。

　ケアマネは、５年ごとに資格更新のための法定

研修を受講する必要があり、受講料の負担や研修

時間も多く、日頃業務に支障を生じているとも聞

きました。
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　日本総合研究所の調査では、この法定研修の受

講料について、高いと思うが75％、受講料を全額

個人で負担しているというのが34％、研修時間数

が多いと思う人が63％、研修が業務時間扱いにな

らないという人が23％と、全体的に厳しい状況と

見受けられます。

　国での議論も必要ですが、更新研修費は県ごと

に２万円台から８万円台と、県が決定する仕組み

となっています。

　今後、高齢化社会がますます進む中、ケアマネ

の存在は重要であり、その業務環境の改善に早急

に取り組まねばならないと思いますが、県の考え

はいかがでしょうか。健康福祉部長にお尋ねをい

たします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　高齢者が住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けるためには、地域包

括ケアシステムが円滑に機能することが必要で

す。その中で、介護支援専門員は、高齢者御本人

やその家族を最も身近に支える存在として重要な

役割を担っている専門職です。

　本県として、今後さらに多様化する介護ニーズ

に対応し、質の高いサービスを提供していくため

には、介護支援専門員の勤務環境の改善と資質の

向上を図ることが重要な課題であると認識してい

ます。

　現在、約９割の介護事業所等では、介護支援専

門員が作成するケアプランをファクスや郵送で共

有しており、その事務作業だけでも多くの労力を

費やしています。

　そのため、ケアプランをデータで共有し、ペー

パーレス化を図ることで、事務負担の軽減ができ

ると考えています。

　そこで、居宅介護支援事業所と介護サービス事

業所間のケアプランをデータでやり取りできるケ

アプランデータ連携システムを導入しまして業務

改善を図る事業所に対して、市町村が支援するた

めの予算を今定例会で提案しております。

　今後、導入地域による事例発表等を通して、こ

の取組を県下全域に広げていきたいと考えていま

す。

　資質の向上という面においては、介護支援専門

員には、高齢者お一人お一人の状況に応じたケア

プランを作成するための幅広い知識と高い専門性

が求められることから、研修には相当な時間が必

要になります。

　そのため、オンラインを活用して研修受講の負

担軽減を図りながら、実践を重視した研修内容の

提供にも取り組んでいます。

　あわせて、地域ごとに医療や介護の専門職等が

定期的にワークショップ形式の研修や会議に集う

ことで、多職種間の連携を強化し、専門性の向上

を図っております。

　議員御指摘のとおり、介護支援専門員の人材確

保などで苦慮されている事業所もあると伺ってい

ます。県としては、このような取組を通して、介

護支援専門員の勤務環境の改善と資質の向上を図

り、さらに魅力を広く発信していきたいと考えて

います。

　今年度、国においては、介護支援専門員の業務

の在り方、人材確保や定着に向けた方策、法定研

修の在り方などについて、包括的な検討が進めら

れています。

　県としましては、国の検討状況を注視するとと

もに、引き続き、関係団体の意見も伺いながら、

制度見直し等の要望も行ってまいりたいと考えて

います。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　答弁では、ケアマネに関しての役

割や勤務環境の改善の必要性は認識いただいたと
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理解いたします。

　過日、厚労省と意見交換をしたところ、国の基

金を使ってケアマネの研修の支援に充てている都

道府県もあるということでございました。研修時

間、研修費用を含め、待遇の格差是正、負担軽減

へ、さらなる取組、検討をしていただきたいと思

っております。

　時間の関係で答弁が間に合うかどうか分かりま

せん。大変申し訳ございません。

　2040年問題を見据えた市町村の支援について質

問をいたします。

　国立社会保障・人口問題研究所が令和５年に発

表した日本の将来推計人口によれば、2040年の日

本は、65歳以上の高齢者が全人口の34.8％に達

し、2025年と比較すると、5.2％増加すると見ら

れています。逆に、15歳から64歳の生産年齢人口

は55.1％で、2025年と比較すると、4.2％減少す

ることになります。

　ちなみに、熊本県の2040年の状況は、高齢者の

割合が36.7％、生産年齢人口の割合が51.8％と、

全国を上回るペースで高齢化と生産年齢人口の減

少が進むと推定されています。

　こうした人口構造の変化から、医療、介護、年

金などの社会保障やインフラの維持が困難となる

ほか、労働力不足から経済が縮小するなどの数々

の問題が生じることを総称して2040年問題と呼ば

れております。

　そこで、熊本県では、2040年を見据えた市町村

の行政サービスの維持向上について、どのように

課題を認識し、どのような支援をしているのか、

総務部長にお尋ねをいたします。

○副議長(髙木健次君)　総務部長小金丸健君。

――残り時間が少なくなりましたので、答弁を簡

潔に願います。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　2040年頃にかけて人口

構造の変化が進む中でも、住民に最も身近な市町

村が持続可能な形で行政サービスを提供できるよ

う、県がしっかりと支えていく必要があると認識

しています。

　現在、県では、将来を見据えた市町村支援とし

て、３つの取組を進めています。

　１つ目は、市町村が自ら人口構造の変化などを

把握する地域の未来予測の作成を働きかけていま

す。作成が進むよう、研修会や個別相談を実施し

たり、作成経費を助成しています。

　２つ目は、市町村行政におけるＤＸの取組を支

援しています。様々な分野でデジタル技術を活用

した取組が進むよう、市町村長トップセミナーや

ＤＸ推進を担う人材育成などを行っています。

　３つ目は、複雑化、広域化する行政課題に対

し、市町村の枠を超えた広域連携を支援していま

す。例えば、人口減少等により経営環境の厳しさ

が増している水道事業について、水道広域化推進

プランに基づき、管理業務の一体化などの具体的

手法を検討しています。

　引き続き、市町村のニーズを丁寧に把握し、市

町村の行政サービスの維持向上に全力で取り組ん

でまいります。

○副議長(髙木健次君)　前田憲秀君。――残り時

間が少なくなりましたので、発言を簡潔に願いま

す。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　総務部長、答弁を短めていただい

て、大変恐縮でございます。ありがとうございま

した。

　総務部長から、未来予測の作成、ＤＸの取組、

広域連携への支援が必要との答弁でした。

　2040年、まだ先のようですけれども、これから

一年一年計画的にやれることをしっかりと実行し
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ていくことを強く要望させていただきます。よろ

しくお願いをいたします。

　私ごとでございますけれども、先月、還暦を迎

えました。答弁をいただいた小金丸部長も、やが

て還暦を迎えるとお聞きしております。県庁職員

も、60歳がゴールとの意識を変えて、次の社会貢

献への転換点との意識改革も必要なのではないか

と、この2040年問題を取り上げる中で感じまし

た。そのためにも健康であることが重要でありま

す。我に問う思いで、今後もしっかりと勉強して

取り組んでまいりたいと思っております。

　以上で本日予定しておりました質問は全て終わ

りました。

　最後までの御清聴、大変にありがとうございま

した。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　以上で本日の一般質問は

終了いたしました。

　明20日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第３号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時14分散会






